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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（４）離職者を対象とする職業訓練について 

昨今の厳しい雇用情勢の中、失業者に対

して、適切かつ効果的な職業訓練を実施

し、再就職へとつなげるものとすること。 
 
① 訓練の結果が再就職に結び付くよう、

受講指示前に十分なキャリア・コンサル

ティングを実施し、意欲、適性、能力等

に応じた訓練コースの選定を行い、就職

に資する訓練効果の高い職業訓練を実施

すること。また、訓練開始時より積極的

に就職支援活動を行うこととし、これら

により、中期目標期間の最終年度までに、

施設内訓練修了者の就職率を７５％以上

とし、委託訓練修了者の就職率を６０％

以上とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（４）離職者を対象とする職業訓練について

厳しい雇用情勢の中、失業者が早期に

再就職できるよう、次により離職者向け

職業訓練を実施する。 

 

① 訓練コースの選定、就職支援等について

（イ）キャリア・コンサルティングについ

ては、各相談者に対し時間的にも内容

的にも十分な対応を行い、その結果に

基づき、当該相談者の意欲、適性、能

力等に合致した訓練コースの選定等を

行い、就職に資する職業訓練の受講を

促進する。 
 
 
 
（ロ）受講者の意欲、適性、能力等を把握

し適切な選定に資するよう、面接試験、

学力試験、適性検査等を行う。また、

委託訓練の場合においては、当該委託

先機関を関与させるようにする。 
 
 
（ハ）施設内訓練においては、訓練開始時

より就職支援を徹底して行う。また、

委託訓練の場合においては、委託先へ

の就職支援の指導・求人情報提供等を

積極的に行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ニ）以上により、就職率の向上を図り、

中期目標期間の最終年度までに施設内

訓練修了者の訓練終了後３ヶ月時点の

就職率を７５％以上とし、委託訓練修

了者の訓練終了後３ヶ月時点の就職率

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（４）離職者を対象とする職業訓練について

 
 
 
 
① 訓練コースの選定、就職支援等について

（イ）就職に資する職業訓練の受講を促進

するため、キャリア・コンサルティン

グを行い、離職者本人の意欲、適性、

能力等を把握し、適切な訓練コースの

選定を行う。 
 
 
 
 
 
（ロ）受講者の就職意欲、適性及び能力等

を把握し、適切な訓練コースの選定に

資するよう、面接試験、学力試験、適

性検査等を行う。 
    また、委託訓練の場合においては、

関係機関と協議の上、可能な場合は、

委託先機関の参加による選考を行う。

（ハ）施設内訓練においては、訓練開始時

から面接指導、求人情報の提供を行う

など、徹底した就職支援を行う。また、

委託訓練の場合においては、委託先が

基本的に就職支援を行うことから、委

託先への就職支援の指導・求人情報提

供等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ニ）以上により、就職率の向上を図り、施

設内訓練については、訓練終了後３ヶ月

時点の就職率を７０％以上とする。ま

た、委託訓練の場合においては、訓練終

了後３ヶ月時点の就職率を５５％以上

 

 

 

 

 

 

●離職者を対象とする職業訓練 

離職者を対象とする職業訓練の実施に当たっては、失業者が早期

に再就職ができるよう、以下により訓練コースの選定、就職支援等

及び効果的な委託訓練の実施に努めた。 

 

（１）訓練コースの選定、就職支援等 

① 適切な訓練コースの選定 

訓練受講希望者等に対し、都道府県センターに設置してい

る「キャリア形成支援コーナー」及び公共職業安定所に設置

している「キャリア形成相談コーナー」において、キャリア・

コンサルティングを実施し、本人の適性及び能力等を十分に

把握した上で適切な訓練受講に結びつくよう支援した。 

   ・ キャリア形成支援コーナーでの相談件数 

２５５，９６１件 

 ・ キャリア形成相談コーナーでの相談件数 

６４３，６１３件 

② 受講者の選考 

受講者の選考に当たって、各施設において定めている入所

選考基準に基づき、面接試験、学力試験、適性検査等を実施

した。 

なお、委託訓練の受講者の選考に当たって、可能な場合に

は、委託先の参加による選考を行った。 

 

③ 施設内訓練の就職促進 

施設内訓練においては、入所から修了までの間における訓

練生に対する就職促進活動について、次の取組みを徹底した。 

・ 段階的できめ細かい面接指導の実施 

・ 求人開拓及び求人情報の提供 

・ 事業主への訓練生求職情報の提供 等 

<説明資料１> 

④ 委託先への就職支援の指導等 

委託訓練においては、委託先が行う「就職支援」の内容に

関し、委託先ごとに巡回就職支援（５，３６８件）を行い、

次の取組みを徹底した。 

・ 訓練生の就職活動や就職状況の進捗管理 

・ 求人情報の提供 

・ 訓練生の求職情報を提供するシステムへの登録 等 

<説明資料２> 

⑤ 就職率 

人材ニーズを反映した的確な訓練内容と、上記①から④の

取組みにより、訓練終了後３ヶ月時点の就職率は、次のとお

りとなった。 
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② 上記目標を達成するため、また、民間

教育訓練機関の育成という点も踏まえ、

民間教育訓練機関への委託については、

委託先の開拓を積極的に実施し、かつ、

委託に際しては、機構が有する職業能力

開発及び就職支援のノウハウの提供や指

導を行うこと。 

を６０％以上とする。 

 
 
 
② 委託訓練について 
（イ）専修学校・各種学校への委託のみな

らず、大学・大学院、ＮＰＯや事業主

への委託を含めて、委託訓練先の開拓

を積極的に実施するほか、委託先への

就職支援の指導・情報提供を積極的に

行い、委託訓練の就職率の向上を図る。

 
 
（ロ）個別の受講者のニーズに応じ、より

多様な訓練コースを提供できるよう、

民間教育訓練機関の既存の訓練コース

の中から選択して受講を行うことを可

能とする。 
 
 
 
 
（ハ）各委託先毎に、実施した訓練の内容

について、就職率等の点から、評価を

行い、就職率の低い委託先については、

その要因を分析し、次回以降の委託先

の選定等に当たって反映させる。また、

継続して同じ機関へ委託を行う場合に

は、次年度の就職率が、当該年度以上

となるよう、訓練コース設定の指導、

就職支援のノウハウの提供に努める。

（ニ）事業主を活用した訓練については、

訓練コーディネートを行うアドバイザ

ー、訓練委託先開拓員等の効果的活用

により、適切な訓練コースのコーディ

ネート、訓練委託先の開拓、訓練委託

先に対するコース設定等に対する支援

等を行い、訓練内容の充実を図る。 
 

 

とする。 
 
 
 
② 委託訓練について 
（イ）広範な分野の人材ニーズに対応した

多様な訓練コースの設定ができるよう

委託先の開拓を行う。 
また、委託先が基本的に就職支援を

行うことから、委託先への就職支援の

指導、求人情報の提供等を積極的に行

い、就職率の向上を図る。 
 
（ロ）民間教育訓練機関の既存のコース情

報を収集し、個別の受講希望に応じて

訓練コースとして選択できるコースの

情報提供を行うことにより受講を可能

とする。 
 
 
 
 
（ハ）委託先選定基準において、就職支援

等に係る評価項目の評価点の配分を高

くし、委託先選定に当たり就職状況を

より重視した方法に改める。 
 
 
 
 
 
（ニ）訓練委託先開拓員の活用により求人

企業の積極的な開拓を行うとともに、

求人企業が求める人材に係る能力と求

職者の有する職業能力のミスマッチの

解消を図るため、訓練コーディネート

等業務担当者を活用し、求人事業主か

らのヒアリングを行う等により適切な

訓練コースの設定を行う。 
 

・ 施設内訓練  ７８．５％ 

・ 委託訓練   ６０．５％ 

※ 平成１７年４月末における訓練終了後３ヵ月時点の実績 

 

（２）委託訓練の実施 

① 委託先の開拓 

地域の産業界、企業が求めている広範な人材ニーズに対応

が可能となるよう、専修学校等の民間教育訓練機関の他、事

業主、事業主団体、ＮＰＯ法人、大学、大学院を活用した多

様な訓練コースを実施した。特に、事業主やＮＰＯ法人の委

託先開拓を進めるため、商工会議所やＮＰＯ支援センターと

連携した訓練委託先開拓の取組みを行った。 

 

② コース情報の提供 

民間教育訓練機関が一般向けに既に開設しているコースの

うち、一定の要件を満たすものを事前に公共職業訓練実施可

能講座として認定することにより、求職者自身が自らの希望

や適性に応じて自主的に選択したものについて訓練の委託を

行い、「自主選択訓練コース」として実施した。 

・ 認定コース数  ２０コース 

・ 入所者数    ２６人 

 

③ 委託先選定方法 

委託先選定基準を平成１６年８月５日に改正し、就職ガイ

ダンス実施等の就職支援体制、就職率を基準とした就職状況、

就職相談室の設置状況、就職支援担当者の配置状況及び求人

情報の提供等就職状況に関する評価項目について評価点の配

分を高くした。 

 

 

 

④ 適切な訓練コースの設定 

訓練委託先開拓員の活用により求人企業を積極的に開拓

するとともに、訓練コーディネート等業務担当者を活用し、

３，２８６コースの訓練コースの設定を行った。 
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 評価の視点  

 
・職業訓練のコース選定、受講者の能力把握等及び委託先への就職支

援の指導・求人情報提供等を適切に行ったか。（就職率を７０％以

上（委託訓練においては５５％以上）に向上させたか。） 

 
 
 
 
 
 
 
・就職率等の観点を委託先の選定等に当たって反映させたか。そのために、

委託先選定に当たり就職状況をより重視した方法に改めたか。 

 
 
 
 
・求人事業主からのヒアリング等を行い、委託訓練において、適切な

訓練コースの設定を行ったか。 
 

 

 自己評定 Ａ  

（理由及び特記事項） 

○ 訓練受講希望者等に対するキャリア・コンサルティングの実施、

面接試験、学力試験、適性検査等による受講者の選考、施設内訓練

における徹底した就職促進活動の実施、委託先ごとの巡回就職支援

による指導、求人情報の提供などの取組みや雇用情勢が改善された

点もあり、施設内訓練については７８．５％、委託訓練については

６０．５％の就職率となり、それぞれ年度計画の目標（施設内７０％

以上、委託５５％以上）を８．５％、５．５％上回る結果となった。

  なお、施設ごと、訓練コースごとの就職率向上に向けた取組みに

ついて、今後の課題としている。 

 

○ 就職ガイダンス実施等の就職支援体制、就職率を基準とした

就職状況、求人情報の提供等就職状況に関する評価項目の評価

点の配分を高くするための改正を行った。なお、委託先機関への

委託費について、就職率実績に応じた委託費（就職支援経費）を

導入した。 

 

○ 委託訓練に係る訓練委託先開拓員の活用により求人企業を積極

的に開拓するとともに、訓練コーディネート等業務担当者を活用

し、３，２８６コースの訓練コースの設定を行った。 

 

 

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・ 計画通り進んでいる。 

・ 就職率に大いなる成果あった。 

・ 就職率の向上は見事である。全般に労働人口減に対応して、女

性・高齢者の就業支援も重要である。 

・ 雇用対策の視点からすると離職者訓練の達成率が６割を超えて

いるという点は評価すべきである。ただし、労働市場における

機構のカバレッジが問題になる。 

・ 離職者全般のニーズとそのなかで機構が果たすべきこと、果た

せていないことを把握する必要がある。 

・ 離職者訓練は大変難しい面があると推察するが、就職率が施設

内訓練が 78．5％、委託訓練が 60．5％にとどまっており、更に

努力していただきたい。 

・ 公共職業安定所との連携を示して欲しい。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 

 

 

３ 職業能力開発業務について 

 

（５）学卒者を対象とする職業訓練について 

日本の産業の基盤を支える人材を育成

するために、職業能力開発大学校等の専

門課程においては、実験・実習を多く取

り入れた職業訓練を実施し、技術革新に

対応できる高度な知識と技能・技術を兼

ね備えた実践技術者を養成する。また、

応用課程においては、産業界や地域のニ

ーズに応じて、新製品の開発、生産工程

の構築等に対応できる生産技術・生産管

理部門のリーダーとなる人材を養成する

ものとすること。 

① 中期目標期間の最終年度までに専門課

程及び応用課程の修了者のうち、就職希

望者の就職率を95％以上とすること。 

 

 

 

② 職業能力開発大学校等について、産学

連携や他大学等関係機関との連携を強

め、より地域に開かれたものとすること。 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置  

 

３ 職業能力開発業務について 

 

（５）学卒者を対象とする職業訓練について

日本の産業の基盤を支える人材の育成

や生産技術・生産管理部門のリーダーと

なる人材を養成するため、次により学卒

者向け職業訓練を行う。 

 

 

① 常に的確にものづくり産業における人

材ニーズに対応した訓練内容とすること

や、キャリア・コンサルティングの積極

的な実施等就職支援を徹底して行うこと

により、就職率の向上を図り、中期目標

期間の最終年度までに専門課程及び応用

課程の修了者のうち就職希望者の就職率

を９５％以上とする。 

 
 
 
② 若年者に対する実践的な技能教育を充

実させるため、工業高校や高等専門学校、

大学等との連携を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 職業能力開発大学校等について、産学

連携や他大学等関係機関との連携の強

化、起業支援等を推進すること等により、

広く地域社会に開かれた施設運営に努め

る。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

３ 職業能力開発業務について 

 

（５）学卒者を対象とする職業訓練について

 

 

 

 

 

 

① 就職支援については、１年次から就職

ガイダンスやキャリア・コンサルティン

グを実施し、就職意欲を喚起する。 

専門課程及び応用課程の修了者のうち

就職希望者の就職率９５％以上を目指す。

 

 
 
 
 
 
② 若年者に対する実践的な技能教育を充

実させるため、工業高校や高等専門学校、

大学等の関係者と職業能力開発大学校等

との連携を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
③ 職業能力開発大学校等において、産学

連携の一環として共同研究・受託研究や

起業支援等を推進し、また、積極的に施

設を開放することにより、広く地域社会

に開かれた施設の運営を行う。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●学卒者を対象とする職業訓練 

日本の産業の基盤を支えるものづくり人材の育成等を行うた

め、学卒者を対象とする職業訓練について、以下により就職支援、

大学等との連携に取組んだ。 

 

 

 

（１）就職支援 

１年次から就職ガイダンスやキャリア・コンサルティング

をきめ細かく実施した。また、職業人としての素養や職業意

識を高めるため、職業社会論、キャリア形成論、生産現場を

直接体験するインターンシップをカリキュラムに取り入れて

実施した。 

   上記の取組みにより、専門課程及び応用課程の修了者のう

ち就職希望者の就職率は、次のとおりとなった。 

・ 就職率 ９７．９％ 

  ※ 平成１７年４月末における訓練終了後１ヵ月時点の実績 

<説明資料３> 

（２）大学等との連携 

① 職業能力開発大学校等において、工業高校や高等専門学

校、大学等との連携を実施した。 

イ 実績  ５５件 

ロ 連携内容  

・ 高校、大学等の教育訓練を実施（高校、大学等の実

習等の受入れ） 

・ 大学等へ指導員を講師として派遣 

・ 研究発表会への相互参加 

・ カリキュラム作成等の支援 等 

 

 ② 職業能力開発大学校等において、共同研究・受託研究や

起業支援等及び施設の開放について次のとおり実施した。 

イ 共同研究  ２６件 

     （テーマ例） 

・ 四国職業能力開発大学校 

        「車椅子用自然回転防止ハブの開発」 

・ 沖縄職業能力開発大学校 

「ウコン錠剤ブレンド・包装機械装置の開発」 

 

ロ 受託研究   ５件 

     （テーマ例） 

・ 北海道職業能力開発大学校 

「各種産業副産骨材の静電容量式水分計による

施工管理について（コンクリートの実験）」 
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・ 関東職業能力開発大学校 

「磁気採用加工技術の研究開発（磁気を利用し

た超精密加工技術の創出と活用）」 

ハ 施設開放 

事業主等が行う教育訓練、研修等の場としての施設

設備の貸与等を延べ８６３件実施した。 

 

 

 

 評価の視点  

 

・就職支援に力を入れるとともに、工業高校や高等専門学校、大学等

の関係者との連携を行ったか。また、専門課程及び応用課程の修了

者のうち就職希望者の就職率が９５％以上であったか。（専門課程

及び応用課程の修了者のうち就職希望者の就職率が９５％以上で

あったか。） 

 自己評定 Ａ  

（理由及び特記事項） 

○ 就職支援について、１年次から就職ガイダンスやキャリア・コン

サルティングをきめ細かく実施した。また、職業人としての素養や

職業意識を高めるため、職業社会論、キャリア形成論、生産現場を

直接体験するインターンシップをカリキュラムに取り入れて実施

した。 

 

○ 職業能力開発大学校等において、高校、大学等の教育訓練を実施

（実習等の受入れ）、大学等へ指導員を講師として派遣、研究発表

会への相互参加、カリキュラム作成等の支援等工業高校や高等専門

学校、大学等の関係者との連携を５５件行った。 

 

○ 専門課程及び応用課程の修了者のうち就職希望者の就職率

は、９７．９％となり年度計画の目標（９５％）を２．９％上回

る結果となった。 

 

  なお、平成１１年度に専門課程を修了して企業等に就職した者と

当該者の就職先の上司の両者に対して、教育訓練の効果（就職率以

外）に係るフォローアップ調査（サンプル調査）を実施し、９３．

２％の就職先の上司から今後も能開大生を採用したい、どちらかと

いえば採用したい旨の回答などを得るとともに、７４．１％の修了

者から能開大で習得した知識や技能が、現在の仕事に役立ってい

る、どちらかといえば役立っている旨の回答を得た。 

 

 評 定  Ａ  

（理由及び特記事項） 

・ 就職率の計画以上の達成（97.9%）は評価できる。 

・ 大学等の教育訓練に成果が上がっていると思われる。 

・ 就職希望者を分母とした就職率であれば、通常の私立大学なら

９５％はごくあたりまえである。就職自体を目的とした組織で

あるならば目標数値をもう少しあげるべきである。 

・ 就職率が目標を上回っている。また、就職支援職業訓練の効果

についても就職先の上司の評価も高い。 

・ 学卒者の多様なニーズのどこ部分にどの程度機構は責任をもつ

のかという全体像が明確でない。 

・ 就職者の離職者調査が必要である。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 

 

 

３ 職業能力開発業務について 

 

（６）新分野等への事業展開の支援について 

新規成長分野等において雇用創出の実

現を図り、円滑な労働移動を促進するた

め、関係機関との連携を図りつつ、これ

らの分野において中小企業等の創業・経

営革新を職業能力開発の側面から支援す

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 

 

（６）新分野等への事業展開の支援について 

新規成長分野等において創業・経営革新

を職業能力開発の側面から支援するため、

関係機関との連携を図りつつ、専門的な相

談・情報提供、新分野等の事業展開を担う

人材養成のための職業訓練等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

３ 職業能力開発業務について 

 

（６）新分野等への事業展開の支援について 

起業・新分野展開支援センターにおいて

は、新規成長分野等において創業・経営革

新を職業能力開発の側面から支援するた

め、専門的な相談・情報提供、交流会の開

催、新分野等の事業展開を担う人材養成の

ための職業訓練を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新分野等への事業展開の支援 

東京及び大阪の起業・新分野展開支援センターにおいて、以下の

とおり新分野等への事業展開の支援を行った。 

（１）新たな分野の展開等に必要な専門的な相談・情報提供 

・ 相談・情報提供件数  ６，４３３件 

 

（２）技術・製品開発分野関連情報の提供のための公開講座 

① コース数     ６４コース 

② 受講者数  １，６８８人 

③ コース内容 

   ・ ベアリングレスモータ（磁気浮上モータ）の原理と応用 

   ・ 新材料ウッドセラミックスの工業応用 等 

 

（３）起業家養成セミナー  

① 実施コース数  ７１コース 

② 受講者数   ７０２人 

③ コース内容  製造業における経営革新のための研究開

発の進め方 等 

 

（４）新分野等の事業展開を担う人材養成のための離職者訓練 

① 実施コース数  ２コース 

② 受講者数   ３２人 

③ コース内容  事業化に必要な知識・能力の習得、事業計

画の具現化・創業準備演習 

 

（５）高度技術者養成訓練コース 

  ① 実施コース数  ３５コース 

  ② 受講者数   ４６７人 

  ③ コース内容 

   ・ 超高音波（マイクロ波）回路 

   ・ 食品衛生と細菌試験実践技術 等 

 

（６）課題解決型能力向上コース 

  ① 実施コース数  ６４コース 

  ② 受講者数   ２４３人 

  ③ コース内容 

   ・ スクロール式コンプレッサーの試作と性能評価 

   ・ 実践方式による地上波デジタル放送の受信・測定技術 

    等 

 

（７）創業を目指す方々の交流の場 

   創業を目指す方々に対して、創業に向けた問題の解決を目指

す交流の場を提供した。 
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（７）職業訓練指導員の養成について 

職業訓練指導員については、職業能力

開発に関するニーズに的確に対応するた

め、技能習得の指導ができるだけでなく、

訓練のコーディネート、キャリア・コン

サルティング、就職支援などに対応でき

る幅広い能力を有する人材の養成を目指

すこと。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
（７）職業訓練指導員の養成について 

職業訓練指導員については、職業能力開

発に関するニーズに的確に対応するため、

技能習得の指導ができるだけでなく、訓練

のコーディネート、キャリア・コンサルテ

ィング、就職支援などに対応できる幅広い

能力を有する人材の養成を目指す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）職業訓練指導員の養成について 
職業訓練指導員については、職業能力開

発に関するニーズに的確に対応するため、

技能習得の指導ができるだけでなく、訓練

のコーディネート、キャリア・コンサルテ

ィング、就職支援などに対応できる幅広い

能力を有する人材を養成することとし、こ

れらに必要なカリキュラムの開発等を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

  ① 実施回数     ７８回 

  ② 参加者数  １，０６５人 

 

●職業訓練指導員の養成 

職業訓練指導員の養成について、訓練のコーディネート、キャリ

ア・コンサルティング、就職支援などに対応できる幅広い能力を有する

人材を養成するため、以下のとおりカリキュラムの開発等を行った。 

 

（１）長期課程 

キャリア・コンサルティング等関連のカリキュラムとして、

「人的資源管理論」を開発し、平成１６年度入学生の２年次に

実施することとした。 

（２）研究課程 

キャリア・コンサルティング等関連のカリキュラムとして、

「キャリア形成支援論」、「実践技術者養成論」、「人的資源管理

論」、「経営学」を開発・実施した。 

（３）研修課程 

   キャリア・コンサルティング基礎演習等のコースを実施し

た。 

  ① 受講者数  １２２人 

② 実施内容 

・ キャリア・コンサルティング基礎演習 

・ 就職相談支援（キャリア・コンサルティング）研修 

・ キャリア形成支援技法 

   ・ 訓練コーディネート力向上研修 

 

 評価の視点  

 

・新規成長分野等において、専門的な相談・情報提供、新分野等の事

業展開を担う人材養成のための職業訓練を行ったか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
・訓練コーディネート、キャリア・コンサルティング、就職支援など

に対応できる人材の養成を目指したか。そのために、人材の養成に

必要なカリキュラムの開発等を行ったか。 

 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

○ 新たな分野の展開等に必要な専門的な相談・情報提供を６，４３３

件実施した。 

また、新分野等の事業展開を担う人材養成のための職業訓練とし

て、起業家養成セミナー、高度技術者養成訓練コース及び課題解決型

能力向上コースの在職者訓練を１７０コース開設し、 １，４１２人

が受講した。また、離職者訓練を２コース開設し、３２人が受講し

た。 

なお、起業・新分野展開支援センター利用者に対し、アンケート

による調査等を行い、２０１人が創業したとの回答を得た。 

 

○ 職業訓練指導員の養成について、訓練のコーディネート、キャリ

ア・コンサルティング、就職支援などに対応できる幅広い能力を有する

人材を養成するため、長期課程においては「人的資源管理論」を開発し、

研究課程においては「キャリア形成支援論」、「実践技術者養成論」、「人

的資源管理論」、「経営学」を開発・実施した。また、職業訓練指導員

に対しては、キャリア・コンサルティング基礎演習等のコースを実

施した。 

 

 

 

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・ 計画通り進んでいる。 

・ 創業 201 名は良好な結果である。 

・ 新たなコースを設置している。 

・ 新たな分野の展開等に必要な相談・情報提供を行い、職業訓練指

導員の養成についても新たな方向性を取り入れた。 

・ 具体的な数値目標がないので評価がしにくいが、コース数、開業

数等に関しては、全国規模の組織としては少ない。もう少し具体

的な目標設定が必要なところである。 

・ 受講者の確保について、より効率的な訓練とすべきである。 

・ 人的資源管理論は、時代にマッチしたもの。キャリア形成支援と

あわせて成果を期待する。職業訓練指導員のレベル、活動力が問

われる。事業の実施件数はわかるが、その効果の評価ができない。 

・ より一層の展開が望まれる。 

・  
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（８）若年者対策について 

近年、フリーター等若年不安定就労者

が増大しており、中長期的な競争力・生

産性の低下等が懸念され、若年者を我が

国を支える「人材」として育成していく

ことが喫緊の課題となっている。こうし

た中、機構においては、「私のしごと館」

を中心に、若年者の職業意識の形成、職

業訓練の実施、就職支援等若年者の就業

について総合的な支援を行うものとする

こと。 
① 職業意識の形成の支援等 
（イ）専門家や関係者による若年者向けキ

ャリア・コンサルタントの能力要件や

養成カリキュラムの開発を受けて、先

導的にキャリア・コンサルタントの養

成を積極的に行う。また、大都市部に

おいて、こうしたキャリア・コンサル

タントを活用すること等により、フリ

ーター等若年不安定就労者の職業理解

を促進し、職業意欲の喚起を行い、安

定就労への誘導を積極的に実施するこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（８）若年者対策について 

現在の若年者を取り巻く変化・課題を

踏まえ、次により若年者の就業に係る総

合的な支援を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
① 職業意識の形成の支援等 
（イ）専門家や関係者による若年者向けキ

ャリア・コンサルタントの能力要件や

養成カリキュラムの開発を受けて、キ

ャリア・コンサルタントの養成講座の

質を充実させ、先導的にキャリア・コ

ンサルタントの養成に取り組む。 
（ロ）公共職業安定所や地方自治体におけ

る若年者の就労支援機関との連携を図

りながら、若年者の職業意識を啓発す

るための取組みや、キャリア・コンサ

ルティングの実施により若年者のキャ

リア形成を支援する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（８）若年者対策について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 職業意識の形成の支援等 
（イ）専門家や関係者による若年者向けキ

ャリア・コンサルタントの能力要件や

養成カリキュラムの開発を受けて、教

材等の開発を行うとともに、キャリ

ア・コンサルタント養成講座の質を充

実させ、教育訓練機関や若年者に対す

る就労支援機関の進路指導・就職指

導・キャリア相談等を担当しようとす

る者又は、企業の人事・労務関係業務

を担当している者を対象に職業能力開

発大学校等においてキャリア・コンサ

ルタント養成講座を実施する。 
 
 
 
 
 
 
（ロ）ヤングジョブスポット 

フリーター等若年者が集中する大都市

部でヤングジョブスポットを運営する。

ヤングジョブスポットでは、フリー

ター等の若年者が情報交換を行い、職

業意識に対する相互啓発活動を促進す

ることができる場を提供することと

し、次の事業を行う。 
（ⅰ）職業ふれあい事業（職場見学、職

業に関するディスカッション等、自主

的なグループ活動の支援） 
 
 

 
 
 
 
 
 
●若年者対策 

若年者の就業に係る総合的な支援について、以下により実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）職業意識の形成支援等 

  ① キャリア・コンサルタント養成講座 

イ キャリア・コンサルタント養成講座については、平成１６

年度から若年者向けコンサルティングに必要な「若年者を取

り巻く雇用環境・若年者の意識と行動」などのカリキュラム

を加えることにより、内容の拡充を図り、教育訓練機関や若

年者に対する就労支援機関の進路指導・就職指導・キャリア

相談等を担当しようとする者又は企業の人事・労務関係業務

を担当している者を対象に全国で実施した。 

    ・ 実施コース数    ６４コース 

・ 受講者数   １，３３１人 

ロ 若年者向けのキャリア・コンサルティングに焦点を絞り、

上記の養成講座や民間の養成講座を修了した者に対して、

さらに必要な知識・スキルを習得するための演習を中心と

したカリキュラムを開発し、「若年者向けに特化したキャリ

ア・コンサルタント養成講座」として実施した。 

・ 実施コース数    １３コース 

・ 受講者数     ３１４人 

 

② ヤングジョブスポット 

フリーター等若年者が集中する大都市部１６カ所で地域の

若年者を支援するＮＰＯ法人やその他の若年者支援機関等と

の協力・連携を図り、以下の事業を実施した。 

 

 

 

 

イ 職業ふれあい事業（職場見学、職業に関するディスカッ

ション等、自主的なグループ活動の支援） 

・ 実施回数      ５６８回 

・ 参加者数    ６，４５１人 
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（ⅱ）フォーラム事業（利用者同士が職

業に関する情報交換を行える場の提供）

 
 

（ⅲ）情報提供事業（インターネット、

ビデオ等を活用した職業に関する情報

の提供） 
（ⅳ）その他適職選択、キャリア形成に

関する相談等の実施 
 
（ハ）中高生に対する仕事ふれあい活動支

  援事業の実施  
該当都道府県センターにおいては、

各々地域内の１２校の中学・高校の事

業実施校を対象に、事前学習としての

助言、各活動実施の際の支援、体験等

の取りまとめの支援を行い、成果の普

及を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ロ フォーラム事業（利用者同士が職業に関する情報交換を

行える場の提供） 

・ 実施回数    １，６４９回 

・ 参加者数   １２，５２０人 

ハ 情報提供事業（インターネット、ビデオ等を活用した職

業に関する情報の提供） 

・ 利用者数  １１７，１９４人 

ニ 適職選択、キャリア形成に関する相談等 

・ 相談件数   ２０，０２６件 

 
③ 中高生に対する仕事ふれあい活動支援事業 

    以下のとおり活動の支援を行うとともに、成果を普及した。 

 

イ ３２都道府県の中学・高校の協力校３９５校において、

職業人の講話、仕事体験施設の活用、職場体験・就業体験

等の活動を３，１９０件実施した。 

（活動事例） 

（ⅰ）職業人の講話 

・ 漁業従事者、獣医、樹木医等を講師として、職業

と自然との共生をテーマにグループごとに分かれて

実施（中学） 

・ 警察官、弁護士、スポーツトレーナー、研究者、

気象予報士等を講師として、「仕事への熱き想い」を

テーマにグループごとに分かれて実施（高校） 

（ⅱ）仕事体験施設の活用 

生徒自らの職業適性把握や働くことへの関心を深め

るため「私のしごと館」において２０職種の体験及び

職業適性検査等を実施（中学） 

（ⅲ）職場体験・就業体験 

      ・ 職業に関心を持つこと、自分と社会との関わり方

を育成するため１人１職場を原則として、１日体験

を実施(中学) 

・ 就職に対する意欲を高めることを目的に、２７事

業所に分かれ、４日間就業体験を実施（高校） 

（ⅳ）各種職業興味・適性検査 

      ・ 生徒自身が職業適性について理解し、職業選択の

幅を広げるために一般職業適性検査（ＧＡＴＢ）を

実施（中学） 

・ 生徒自身が職業興味について理解し、今後の学習

活動において必要な知識や技能の付加につなげるた

めに職業レディネステストを実施（高校） 

ロ ３２都道府県センターごとに活動の発表会等を開催する

とともに、事例集を作成し、都道府県内の教育委員会や中

学・高校等へ配布した。 

ハ 本部において、活動の全国版事例集を２万部作成し、都

道府県センターを通じて全国の教育委員会や中学・高校等

へ配布した。 
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（ロ）「私のしごと館」において、若年者の

キャリア形成を総合的に支援するため、

展示・体験事業、ライブラリィ事業、相

談・援助事業等の各事業を効果的に実施

することとし、年度内の各事業のサービ

ス利用者の延べ数を４０万人以上とす

る。 
また、各事業のサービス利用者に対

してアンケート調査を実施し、毎年度

８０％以上の者から今後の進路につい

て具体的なイメージが湧いた、仕事と

いうものや将来の自分の職業について

考えるようになった等の回答が得られ

るようサービスの向上を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（ハ）「私のしごと館」において、若年者

のキャリア形成を総合的に支援するた

め、展示・体験事業の実施に当たり、

企業、業界団体等の積極的な協力を得

るなど民間活力を生かした運営によ

り、各事業を効果的に実施するととも

に、サービスの向上、戦略的な広報等

に積極的に取り組むことにより、各事

業のサービス利用者増を図り、年度内

の各事業のサービス利用者の延べ数を

４０万人以上確保する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ニ）さらに、各事業のサービス利用者に

対してアンケート調査を実施し、毎年

度８０％以上の者から今後の進路につ

いて具体的なイメージが湧いた、仕事

というものや将来の自分の職業につい

て考えるようになった等の回答が得ら

れるようサービスの向上を図る。 
 
（ホ）また、より一層効果的な業務運営と

するため、外部委員を含めた検討の場

を設け、「私のしごと館」が果たすべ

き役割、事業内容の在り方、効果的な

運営の在り方等について検討を行い、

それを同館の運営に反映させるととも

に、他の学校等教育機関や事業主団体

等との密接な連携を図り、総合的なキ

ャリア形成支援を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（ニ）「私のしごと館」において、展示・

体験事業等の各事業のサービス利用

者の増加を図る。特に展示・体験事業

の実施にあたり、関係機関・企業及び

事業主団体から技術的助言・講師派遣

及び材料提供等の協力を得て、利用者

参加型の事業展開を行う。また、利用

者ニーズを踏まえた事業展開、戦略的

な広報等に積極的に取り組むことに

より、各事業のサービス利用者増を図

り、各事業のサービス利用者の延べ数

を４０万人以上とする。 
 
 
 
 
 
 
 
（ホ）「私のしごと館」において、各事業

のサービス利用者に対してアンケート

調査を実施し、８０％以上の者から今

後の進路について具体的なイメージが

沸いた、仕事というものや将来の自分

の職業について考えるようになった等

の回答が得られるよう利用者ニーズを

踏まえた事業展開を行う。 
（へ）「私のしごと館」において、経済界

や関係行政機関代表者及び学識経験者

で構成する支援協議会等を開催し、意

見の収集・提案等を業務運営に反映さ

せる。 
また、他の学校等教育機関や事業主

団体等との密接な連携を図り、総合的

なキャリア形成支援を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
④ 私のしごと館の利用者増 

   イ 展示・体験事業の実施において、奈良毛筆協同組合等の

協力を得て新たな体験職種を実施するなどの利用者参加型

事業への取組みを行ったほか、首都圏の教育委員会や校長

会等を訪問し修学旅行の勧誘及び近畿圏の教育委員会や校

長会等を訪問し校外学習の勧誘を行うことなどにより、来

館者増に向けたＰＲ活動に取り組んだ結果、平成１６年度

の各事業のサービス利用者数は、延べ４９４，２３２人と

なった。 

（体験職種の追加実施） 

    ・ 奈良筆といった伝統工芸に関する体験職種の実施 

    ・ パソコン組立体験を試行的に実施 

（各事業のサービス利用者の延べ数４９４，２３２人の内

訳） 

    ・ 展示・体験事業利用者数   ２７１，８９３人 

   ・ ライブラリィ事業利用者数   ８７，５４５人 

    ・ 相談・援助事業利用者数   １１７，０３２人 

    ・ 研修・セミナー事業利用者数  １４，８０７人 

   ・ 施設貸与利用者数        ２，９５５人 

ロ アンケート調査において、８４．８％の者から今後の進

路についての具体的なイメージづくり等に「大変参考にな

った」「参考になった」旨の評価を得た。 

   （内 訳） 

    ・ 展示・体験事業    ８４．７％ 

    ・ ライブラリィ事業   ８０．１％ 

    ・ 相談・援助事業    ８１．２％ 

    ・ 研修・セミナー事業  ９５．４％ 

ハ キャリア形成支援を実施するため他の学校等教育機関等

と連携し、次の取組みを実施した。（１８団体、３，３９６

人参加） 

（ⅰ）小・中学校、高校、大学等の要請に基づいたセミナー

として、Ａ高校の要請を受け、１年生を対象に「社会に

おける基本を理解し、将来の就業に向けた職業意識啓発

を図ること」を目的に、就職支援セミナーを実施した。 

また、Ｂ大学短期大学部の要請を受け、家政科１年生

を対象に授業科目（インターンシップ演習）の一環とし

て、「将来に向けてのキャリア形成及び学生生活の過ごし

方」と題するキャリア形成支援セミナーを実施した。 

（ⅱ）Ｃ大学の要請に基づき、Ｃ大学のプレインターンシッ

プのカリキュラムである職場体験のメニューに、しごと

館体験コースを組み込んだ。カリキュラムは次のとおり。 

（カリキュラム） 

     ・ ガイダンス「学生生活と職業意識、しごと館で学べ

ること」など 

・ 職業適性診断システム 自己の再確認 

・ 職業体験 大学生向けに２時間の枠を組み体験と職

業人講話 
・ セミナー「自己理解と職業選択」 

ニ 私のしごと館支援協議会等を３回開催し、その意見・提
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② 訓練の実施 

高校卒業後フリーター等不安定就労を

繰り返す者等に対して、働きながら学ぶ

ことにより一人前の職業人を養成する日

本版デュアルシステム等の事業主と協力

した実践的な職業訓練を積極的に実施す

ること。 
また、職業意識の啓発や社会人として

必要なマナーや常識等に関する講習を行

い、職業訓練へと繋げていくこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
② 訓練の実施 
（イ）高校卒業後フリーター等不安定就労

を繰り返す者等が、安定就労へ移行で

きるように、職業能力開発大学校等及

び委託訓練先の活用により一定期間の

企業実習とそれと一体となった職業訓

練等を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ロ）そのほか、安定就労への移行に不可

欠な職業意識の啓発や社会人として必

要なマナー等に関する講習を若年求職

者を対象に実施し、より効果的な職業

訓練の実施に繋げる。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
② 訓練の実施 

職業能力開発大学校等における座学訓

練又は専門学校等の民間教育訓練機関を

委託先とする座学訓練と、企業等におけ

る実習とを組み合わせた職業訓練の検討

を行い実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ プレ訓練の実施 

職業に対する認識が不十分である等か

ら就職後早期に離職する者、又はパート、

アルバイトの不安定な就労を繰り返す者

を対象として、職業意識の啓発や自己の

職業適性の把握を行うとともに、必要な

者へ職業訓練を受講させることにより、

早期に安定した就労への移行を促進する

ための支援を行う。 

案等に基づき、私のしごと館活用の事前・事後の学習のた

めに、私のしごと館を利用するときのポイント等を示した

「ワークシート」の開発・提供等を行うなど、業務運営に

反映させた。 
 
（２）訓練の実施 

職業能力開発大学校等における座学訓練又は専門学校等の民

間教育訓練機関を委託先とする座学訓練と、企業等における実習

とを組み合わせた職業訓練の検討を行い以下のとおり実施した。 

 

① 専門学校等の民間教育訓練機関を委託先とする座学訓練

と、企業等における実習とを組み合わせた「委託訓練活用型

デュアルシステム」の実施 

イ 訓練期間    標準５ヵ月 

ロ 実施コース数  １，６２０コース 

ハ 実施コース名  Web マスター科、アプリーケーション

基礎科、販売実務科、CAD デザイン科 

等 

ニ 入所者数   ２２，９０５人 

ホ 就職率      ６９．４％ 

※ 平成１７年４月末における訓練終了後３ヵ月時点の実績 

 

② 職業能力開発大学校等での座学訓練と、企業等における実

習とを組み合わせた「専門課程活用型デュアルシステム」の

実施 

イ 訓練期間   ２年 

ロ 実施科数   ５科 

ハ 実施科名   住居環境科、生産技術科、メカトロニク

ス技術科、制御技術科、港湾ロジスティ

クス科 

ニ 入校者数  ７０人 

 

③ 職業能力開発促進センターでの訓練と企業等における実習

を組み合わせた「普通課程活用型デュアルシステム」の実施 

イ 訓練期間    １年 

ロ コース数   １０コース 

   ハ 実施コース名 JAVA 応用技術科、ビル設備管理科、機械

加工技術科、エレクトロニックエンジニ

ア科 等 

   ニ 入所者数  １７４人 

 

（３）プレ訓練の実施 

早期離転職者や不安定就労者を対象として、職業意識の啓発

や自己の職業適性理解度等を行うプレ訓練を実施した。 

・ コース数   ２，４９１コース 

・ 参加者数  ６１，２９７人 
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（９）キャリア・コンサルティングについて 

職業能力開発大学校等においてキャリ

ア・コンサルタントの養成を進める。ま

た、キャリア・コンサルティングの能力

を身につけたアドバイザーを各都道府県

センター等に配置し、労働者等へのキャ

リア・コンサルティングの充実を図るこ

と。また、これらのアドバイザーについ

て、研修を行う等により質の向上を図る

こと。 
 

 
（９）キャリア・コンサルティングについて

職業能力開発大学校等におけるキャリ

ア・コンサルタントの養成を進める。ま

た、キャリア・コンサルティング能力を

身につけたアドバイザーを各都道府県セ

ンター等に配置し、労働者等へのキャリ

ア・コンサルティングの充実を図る。ま

た、これらのアドバイザーについて、よ

り高度な研修を実施すること等により、

質の向上を図る。 

 

 
（９）キャリア・コンサルティングについて

① キャリア形成に係る相談援助 

各都道府県センター等にキャリア･コ

ンサルティングの能力を身につけたアド

バイザーを配置し、労働者に対してキャ

リア･コンサルティングや能力開発プロ

グラムの作成に係る援助を実施し、事業

主及び事業主団体等に対しては従業員の

キャリア形成支援に関する相談援助等を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② キャリア・コンサルタント養成講座 

企業の人事・労務関係業務を担当して

いる者又は教育訓練機関や若年者に対す

る就労支援機関等の進路指導・就職指

導・キャリア相談等を担当しようとする

者を対象に、職業能力開発大学校等にお

いてキャリア・コンサルタント養成講座

を実施する。 

 

 
●キャリア形成に係る相談援助 

各都道府県センター等に配置したアドバイザーにより、以下のと

おりキャリア形成に係る相談援助を実施した。 

（１）労働者に対する相談援助 

① 実施内容 

・ キャリア・コンサルティングの実施 

キャリアシートの作成支援、能力開発プログラムの作成

等能力開発に関する必要な援助 等 

・ キャリア形成に関する情報提供 

  ② 相談援助件数  １，１３０，３９０件 

 

（２）事業主及び事業主団体等に対する相談援助 

① 実施内容 

・ キャリア・コンサルティングに関する技術的相談援助 

・ キャリア形成促進助成金に関する相談援助 

・ キャリア形成に関する情報提供 

② 相談援助件数  ９６，７８７件 

<説明資料４> 

 

●キャリア・コンサルタント養成講座 

企業の人事・労務関係業務を担当している者又は教育訓練機関や

若年者に対する就労支援機関等の進路指導・就職指導・キャリア相

談等を担当しようとする者を対象に、職業能力開発大学校等におい

てキャリア・コンサルタント養成講座を全国で実施した。 

・ 実施コース数   ６４コース 

・ 受講者数  １，３３１人 
 
 

 評価の視点  

 

・若年者対策として職業意識の形成の支援を積極的に行ったか。 
また、若年者のキャリア形成を支援したか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 自己評定 Ａ  

（理由及び特記事項） 

○ ヤングジョブスポットにおいて、フリーター等若年者が集中す

る大都市部１６カ所で地域の若年者を支援するＮＰＯ法人やそ

の他の若年者支援機関等との協力・連携を図り、職業ふれあい事

業、フォーラム事業等を実施した。また、ヤングジョブスポット

の利用者数は１２３，１０６人と平成１５年度（６７，１８５人）

と比較して８３．２％増加した。 

なお、ヤングジョブスポットの利用者に対し、利用後概ね３ヶ月

経過した時点で調査（サンプル調査）を実施した結果、８０．１％

の者から「就職に対する行動に変化があった」との回答を得るとと

もに、その内容について聞いたところ、「公共職業安定所に通うよ

うになった」、「学校・訓練校に通うようになった」、「正社員等とし

て働いている」などであった。 

 

○ 中高生が自ら職業の実態を実感するため、職業人の講話、仕事体

験施設の活用、職場体験・就業体験等の活動を提供し、職業に対す

る意識・動機付けの支援を実施した。 
また、３２都道府県センターごとに活動の発表会等を開催すると

ともに、事例集を作成し、都道府県内の教育委員会や中学・高校等

 評 定  Ｂ   

（理由及び特記事項） 

・ 計画通り進んでいる。 

・ 現下の社会・経済状況の中、政策上の位置づけとして最も重要

である。利用者数等の貢献度は大きく、その点は評価すべきで

ある。 

・ 利用者数の大幅増と有効であったことを評価する。 

・ ＮＰＯ法人等との協力を得て取り組んだヤングジョブスポット

やデュアルシステムは試みとして意義があると考える。キャリ

アコンサルティングの充実は将来を左右する重要事項であり、

結果に結びつく実施方法をとる必要がある。 

・ 「私のしごと館」など、利用者数、アンケート評価だけでなく

何らかの効果を把握するも方法の開発が必要である。 

・ 数字の上では良好であるが、ニート対策を検討すべきである。 

・ 「私のしごと館」は地域に設置されているが、その地域での指

標に他の地域との違いがあれば評価ができるのではないか。全

国への評価という点では訪問施設であるだけに、期待するのは

困難である。 

・ 「主体性の確立と責任ある運営」という点からすると、キャリ

アコンサルティングの内容改善がないのは、現場での問題発見
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・キャリア・コンサルタント養成講座の質の充実等により、キャリア・

コンサルタントの養成が進んだか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
・「私のしごと館」の各事業サービス利用者ののべ数は４０万人以上

であったか。また、学校等教育機関や事業主団体等と連携をとって

総合的キャリア形成支援を行ったか。 

 
 
 
 
 
 
・「私のしごと館」の利用者の８０％以上の者から今後の進路につい

て具体的なイメージが湧いた等の旨の回答を得たか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・安定就労へ移行できるように、職業能力開発大学校等及び委託訓練

先の活用により一定期間の企業実習とそれと一体となった職業訓

練等を実施したか。 

 

 

・安定就労への移行に不可欠な職業意識の啓発や社会人として必要な

マナー等に関する講習を若年求職者を対象に実施したか。 

 
 

へ配布した。さらに、本部において、活動の全国版事例集２万部作

成し、都道府県センターを通じて、全国の教育委員会や中学・高校

等へ配布した。 

 

○ キャリア・コンサルタント養成講座について、平成１６年度か

ら若年者向けコンサルティングに必要な「若年者を取り巻く雇用

環境・若年者の意識と行動」などのカリキュラムを加えることに

より、内容の拡充を図り、６４コース開設し、１，３３１人が受

講した。また、若年者向けのキャリア・コンサルティングに焦点

を絞り、さらに必要な知識・スキルを習得するための演習を中心

としたカリキュラムを開発し、「若年者向けに特化したキャリ

ア・コンサルタント養成講座」として１３コース開設し、３１４

人が受講した。 

 

○ 私のしごと館の展示・体験事業において、奈良毛筆協同組合等

の協力を得て新たな体験職種を実施するなどの利用者参加型事

業への取組みを行ったほか、首都圏の教育委員会や校長会等を訪

問し修学旅行の勧誘及び近畿圏の教育委員会や校長会等を訪問

し校外学習の勧誘を行うことなどにより、来館者増に向けたＰＲ

活動に取り組んだ結果、平成１６年度の各事業のサービス利用者

数は、延べ４９４，２３２人となり年度計画の目標（４０万人以

上）を９４，２３２人上回る結果となった。 

 

○ 私のしごと館利用者に対するアンケート調査において、８４．８％

の者から今後の進路についての具体的なイメージづくり等に「大変

参考になった」「参考になった」旨の評価を得た。（有効回答者数6,503

人） 

  なお、「大変参考になった」又は「参考になった」と回答した者に

対して、具体的な感想について設問形式で聞いたところ（複数回答）、

・「仕事というものや将来の自分の職業に関して考えるようにな

った」（４９．７％）、 

・「自分の適性、適職を理解することができた」（４６．６％）、

・「さまざまな職業に関心を持つようになった」（４２．７％）、

・「さまざまな職業の理解が深まった」（４１．７％）、 

などであった。 

また、自由記述において利用者の意見を聞いたところ、主なもの

として「進路について迷っていたが、さまざまな情報が手に入り、

とても参考になった（14歳中学生）」などという意見の一方で、「職

業体験の種類をもっと増やしてほしい(14 歳中学生)」などといっ

た意見もあった。 

 

○ 職業能力開発大学校等における座学訓練又は専門学校等の民

間教育訓練機関を委託先とする座学訓練と、企業等における実習

とを組み合わせた職業訓練について、「日本版デュアルシステム」

による訓練として２３，１４９人に実施した。 

 

○ 早期離転職者や不安定就労者を対象として、職業意識の啓発や自

己の職業適性理解度、社会人として必要なマナー等に関する講習を

プレ訓練として６１，２９７人に実施した。 

 

がフィードバックされていないと思われる。 

・ この事業は本機構の中で、現在もっとも重要でニーズがあり、

成果が期待される分野であり、努力が認められる。 

・ もう少し努力を要する。 

・ 若年者に関しては、地域内の諸機関・諸サービスとの有機的な

連関を作る行動を積極的にとるべき時期である。 

・ ニート、フリーター等に対応した施策は、職業能力開発面から

のアプローチには限度がありそうである。 
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・各都道府県センター等にキャリア･コンサルティングの能力を身に

つけたアドバイザーを配置し、労働者等へのキャリア・コンサルテ

ィングの充実を図ったか。そのために、就労支援機関等のキャリア

相談等担当者にキャリア・コンサルタント養成講座を実施したか。

 

 

○ 各都道府県センター等に配置したアドバイザーにより、労働者に

対する相談援助を１，１３０，３９０件、事業主及び事業主団体等

に対する相談援助を９６，７８７件実施した。 

また、企業の人事・労務関係業務を担当している者又は教育訓練

機関や若年者に対する就労支援機関等の進路指導・就職指導・キャ

リア相談等を担当しようとする者を対象に、職業能力開発大学校等

においてキャリア・コンサルタント養成講座を全国で６４コース開

設し、１，３３１人が受講した。 

 

なお、利用者がキャリア・コンサルティング終了後に感じた意

識の変化、就職活動・能力開発等への具体的な取組み等について、

相談後概ね３ヶ月経過した時点で事業効果に係るフォローアッ

プ調査（サンプル調査）を実施し（複数回答）、 

・「職業選択の参考になった」（５１．０％）、 

・「自己啓発の意欲がわいた」（３８．８％）、 

・「教育訓練の受講につながった」（３２．７％）、 

 などの結果が得られた。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（１０）調査・研究について 

人材ニーズの把握、キャリア形成の過

程の把握、職業訓練技法の開発等効果

的・効率的な職業訓練の実施に資する調

査・研究を実施すること。 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（１０）調査・研究について 

人材ニーズの把握、キャリア形成の過

程の把握、職業訓練技法の開発等効果

的・効率的な職業訓練の実施に資する調

査・研究を実施し、研究成果を各施設に

おいて実施する職業訓練やキャリア・コ

ンサルティング等に活用するほか、民間

教育訓練機関や地方公共団体にもその成

果を広める。 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（１０）調査・研究について 
① 効率的な職業訓練の実施のため人材ニ

ーズに応じた訓練分野や、訓練カリキュ

ラムの選定、訓練効果の客観的な評価と

いった訓練の実施プロセス並びに職業訓

練技法の開発を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
●調査・研究 

効果・効率的な職業訓練を実施するため、調査・研究を以下のと

おり実施した。 

（１）職業訓練の実施に資する調査・研究等 

   職業訓練の実施に資する調査・研究を１１テーマ実施し、そ

のうち１０テーマについて、その成果物として研究報告書等を

作成し、民間教育訓練機関、地方公共団体等へ配布した。残る

１テーマについては、平成１７年度継続実施中である。また、

職業訓練用教材の改定を行った。 

① 調査・研究テーマ  

   ・ 職業能力開発施設における集団によるキャリア・コンサ

ルティングの手法研究 

   ・ 受講者の能力と個々の訓練ニーズ等に適合することを容

易にする訓練システムの研究 

・ 大学・大学院等における社会人向け訓練コースに関する

調査研究 

・ プロセス管理手法によるモデルカリキュラムの策定に関

する調査・研究 

・ 日本版デュアルシステム（企業主導型）の普及に向けた

調査・研究 

・ 問題発見能力及び解決能力を養成する課題学習方式等の

課題作成と訓練効果の科学的分析 

・ 訓練効果測定に関する調査・分析－離転職者を対象にし

た今日的訓練効果－ 

・ 生涯職業能力開発体系を活用したＯＪＴのプロセス管理

手法 

   ・ 具体的・実践的職業能力開発ニーズの総括的な調査な調

査分析 

   ・ 総合的かつ体系的な職務分析の推進（生涯職業能力開発

体系） 

   ・ 職業能力開発総合大学校におけるＭＯＴコースの開発に

係る調査研究（平成１７年度継続実施中） 

  ② 職業訓練用教材 

   （改定した職業訓練用教科書） 

    溶接実技、木工製図、建築製図、配管製図、木工工作法、 

   木工用機械、塗料、建築〔Ⅰ〕、建築〔Ⅱ〕 

  ③ 訓練コースの情報提供 

新たに開発した離職者訓練及び在職者訓練用の訓練コース

のカリキュラムモデルについて、職業能力開発総合大学校の

ホームページに公開（離職者訓練：平成１７年３月３１日、

在職者訓練：平成１７年３月１１日）し、公開した内容につ

いて、民間教育訓練機関、都道府県職業能力開発主管課等に

情報提供を行った。 
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② また、ホワイトカラーの産業・業種に

特有の課題解決に向けた教育訓練コース

を開発、検証し、各施設、民間教育訓練

機関や地方公共団体に成果物に係る情報

を提供する。 

 

  （ⅰ）離職者訓練 

    ・ 開発科数  ３科 

    ・ 科名    サービス企画科、国際ビジネス科、 

流通システム科 

  （ⅱ）在職者訓練 

    ・ 開発コース数  １０６コース 

・ 主なコース名  洗浄技術の理論と実際、高速ディジ

タル回路設計技術、レーザー加工の

理論と実際 等 

 

（２）ホワイトカラーの能力開発に関する調査・研究 

ホワイトカラーの能力開発に関する調査・研究を５テーマ実

施し、３０コースの教育訓練コースを開発した。 

また、平成１４・１５年度に開発した教育訓練コースの試行・

検証を行った。 

なお、民間教育訓練機関、都道府県職業能力開発主管課、都

道府県立職業能力開発校等に対する情報提供として調査・研究

報告書の概要を作成し９６６ヶ所に配布したほか、開発した教

育訓練コースのカリキュラム等について、生涯職業能力開発促

進センターホームページに公開（平成１７年３月１４日）した。 

① 調査・研究テーマ及び開発した教育訓練コース 

イ 住宅リフォーム業に関する研究 

（開発した教育訓練コース例） 

・ 住宅リフォームの営業力強化 

・ リフォーム業の顧客対応 

ロ 人材派遣業に関する研究 

（開発した教育訓練コース例） 

・ 派遣スタッフ確保のための求人広告 

・ 人材派遣業に必要なコーチングスキル 

ハ 情報サービス産業に関する研究 

（開発した教育訓練コース例） 

     ・ 若手ＳＥのビジネス感覚を磨く 

・ 情報サービス業における品質マネジメント 

   ニ 若手リーダー育成に関する研究 

（開発した教育訓練コース例） 

     ・ 環境変化に対応する自己・仕事理解力向上 

・ ケースに学ぶリーダーの行動力向上 

ホ 知的財産の保護・活用、ＣＳＲ及びコンプライアンスに

関する研究 

（開発した教育訓練コース例） 

・ 経営層のための「ビジネス」に活かす知的財産  

・ 今日から取り組めるＣＳＲとしての環境経営 

② 試行・検証コース 

   ・ コース数  ３０コース 

   ・ コース名  営業提案のための創造力・発想力開発  

           （平成１４年度開発コース） 

                     検査センターのオペレーション管理手法

（平成１５年度開発コース） 等 
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 評価の視点  

 

・効果的・効率的な職業訓練の実施に資する調査・研究を実施し、民

間教育訓練機関や地方公共団体に成果に係る情報を提供したか。 

 
 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

○ 職業訓練の実施に資する調査・研究として、「職業能力開発施設

における集団によるキャリア・コンサルティングの手法研究」、「受

講者の能力と個々の訓練ニーズ等に適合することを容易にする訓

練システムの研究」等、１１テーマ実施し、そのうち１０テーマに

ついて、その成果物として研究報告書等を作成し、民間教育訓練機

関、地方公共団体等へ配布した（１テーマについては、平成１７年

度継続実施中）。 

 

○ ホワイトカラーの能力開発に関する調査・研究として、「住宅リ

フォーム業に関する研究」、「人材派遣業に関する研究」等、５テー

マ実施し、３０コースの教育訓練コースを開発した。 

なお、民間教育訓練機関、都道府県職業能力開発主管課、都道府

県立職業能力開発校等に対する情報提供として調査・研究報告書の

概要を作成し９６６ヶ所に配布したほか、開発した教育訓練コース

のカリキュラム等について、生涯職業能力開発促進センターホーム

ページに公開した。 

また、平成１４・１５年度に開発した教育訓練コースの試行・検

証を行った。 

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・ 計画通り進んでいる。 

・ 計画自体の把握は難しいが、目標に対する手段としては適切か。

調査研究のフィードバックとして、研究報告書が一部にしか配

られていないのは、不十分と思われる。 

・ 調査研究結果の「外部評価」は行っているか。また、労働政策

研究・研修機構の研究との整合性はとっているか。 

・ 計画に沿って行われているようだが、研究課題の設定の手順、

成果の評価が不明である。なお、本法人の主要な事業の評価に

関する研究がみられないのは、残念である。 

・ 調査・研究結果の利用状況、社会的反響に関する測定をする必

要がある。 

・ 職員の方々の能力開発の一つの励みとなるが、機構の本来業務

でないという認識も必要と推測される。 

・ 研究結果をどのような形で情報提供したかが重要であると考え

る、研究テーマは妥当なものが多いようであるが、それが実際

にどう役立っているかを明らかにすることを期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



雇用・能力開発機構評価シート１４（職業能力開発関係助成金等の業務） 

14 － 1 

中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（１１）労働者の職業能力の開発及び向上を

促進するための助成金及び技能者育成

資金について 
 
 
 
 
① ホームページ及びパンフレットにおい

て、制度内容、利用条件、相談・受付窓

口等を公開し、申請者の利便を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 説明会や相談業務を通じて、制度の趣

旨等を申請者に対し十分に周知すること

により、申請者の利便を図ること。助成

金については、申請内容の適正化や不正

受給の防止を図るとともに、説明会終了

時にアンケート調査を実施し、内容を理

解した旨の評価を８０％以上得られるよ

うにすること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 助成金については申請に係る諸手続の

合理化を進めることにより、申請者の手

続面での負担の軽減を図ること。 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（１１）労働者の職業能力の開発及び向上を

促進するための助成金及び技能者育成

資金について 
 
 
 
 
① 制度内容、利用条件、相談・受付窓口

等を利用者の視点に立った分かりやすい

表現で、ホームページ及びパンフレット

に掲載し、周知するとともに、インター

ネットを通じた質問を受け付け、よくあ

る質問に対する回答をホームページに公

開するなど積極的に利用者の利便の向上

と情報提供に努める。さらに、支給金額、

利用条件等の制度内容に変更があった場

合は当該変更が確定した日から、７日以

内にホームページ等で公開する。 
② パンフレットや申込みに係る手引等を

作成し、都道府県センターや公共職業安

定所等関係機関において配布するととも

に、説明会や相談業務を通じて制度の趣

旨、内容、申請手続等を利用者に対して

十分に説明することなどにより、利用者

の利便を図るとともに、助成金について

は、申請内容の適正化や不正受給の防止

等を図る。 
 
③ 助成金については、説明会を積極的に

開催するとともに説明会終了時にアンケ

ート調査を実施し、８０％以上の者から、

助成金等の制度の理解に役立った旨の評

価が得られるようサービスの質の向上を

図る。 
④ 助成金については、申請者の声や適正

支給に配慮しつつ、申請書の記載項目の

簡略化、添付書類の簡素化等による事務

手続の合理化を進めることにより、申請

者の手続面での負担の軽減を図る。 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

３ 職業能力開発業務について 

 

（１１）労働者の職業能力の開発及び向上を

促進するための助成金及び技能者育成

資金について 

     労働者の職業能力の開発、向上を図る

助成金の支給業務については、申請者の

利便や申請内容の適正化、不正受給防止

を図るため、以下の措置を講ずる。 

① キャリア形成促進助成金 

（イ）制度内容、利用条件、相談・受付窓

口等を利用者の視点に立った分かりや

すい表現でホームページ、パンフレッ

ト等に掲載し、周知するとともに、ホ

ームページに相談窓口を設置しインタ

ーネットを通じた質問を受け付け、よ

くある質問については、回答をホーム

ページで公開する。 

（ロ）支給金額、利用条件等制度内容に変

更があった場合は、当該変更が確定し

た日から 7日以内にホームページで公

開する。 

（ハ）パンフレットや申請書の記載例、申

請に係る手引き等を検討作成し、公共

職業安定所等において配布するととも

に、説明や相談業務を通じた制度の趣

旨、内容、申請手続きを利用者に対し

て十分説明する。 

 

 

（ニ）パンフレット等を活用して制度の趣

旨、目的、申請手続に係る説明会を積

極的に開催するとともに、説明会参加

者に対してアンケート調査を実施し、

８０％以上の者から助成金制度の理解

に役立ったとの評価を得る。 

（ホ）申請者の声や適正支給に配慮しつつ申

請書記載項目や添付書類の簡素化の検

討を進め、事務手続の合理化を進める。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●キャリア形成促進助成金及び技能者育成資金 

 労働者の職業能力の開発、向上を図る助成金の支給業務について、

申請者の利便や申請内容の適正化等を図るため、以下の措置を講じ

た。 

 

 

 

（１）キャリア形成促進助成金 

① 制度の周知・説明 

    ホームページに相談窓口を設置するとともに、制度の趣旨、内

容、申請手続きについて、次により利用者に対して十分に周知・

説明した。 

イ ホームページでの公開 

・ よくある質問については、回答をＱ＆Ａとしてホームペ

ージに公開（平成１６年１１月５日） 

・ 制度内容の変更については、平成１６年１０月１日の改

正について、同日にホームページに公開 

ロ パンフレット等の作成、配布 

パンフレット、リーフレットを作成し説明会等を通じ配布

するとともに、事業主等申請者向けの支給申請書の記入例を

含めた申請の手引き（案）を作成した。 

ハ 説明会の開催及び個別相談の実施 

（ⅰ）説明会の実施 

・ 実施回数   ２，４５７回 

・ 参加者数  ７５，４００人 

（ⅱ）個別相談の実施 

・ 実施件数  ４４，１８５件 

 

  ② アンケート調査の実施 

アンケート調査において、８９．９％の者から説明内容が「理

解できた」「どちらかといえば理解できた」旨の評価を得た。 

   ・ 参加者数    ７５，４００人 

   ・ 有効回答者数  １５，７５３人 

 

③ 手続の簡素化 

    支給申請書の記載項目の簡略化等を平成１６年１０月１日

から行った。 

イ 支給申請書の記載項目の簡略化（様式の一葉化、様式の廃

止） 

ロ 添付書類の簡素化（添付様式の一葉化、添付様式の廃止、

添付様式の記載項目の削除） 
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④ 職員研修等による担当者の審査能力の

向上を図ること。助成金については、併

せて、実地調査の実施等により、不正受

給の防止に努めること。 

 
⑤ 職員研修を強化し、審査能力の向上を

図る。助成金については、併せて、可能

な限り直接事業所を訪問するなどし、支

給要件と実際に合致しているか等の確認

を行う。また特に疑義のあるものについ

ては、すべて直接事業所を訪問し、不正

受給の防止に努める。 
 

 

（ヘ）職員用審査マニュアルの作成や施設

ごとの研修等を実施し、担当者の審査

能力の向上を図る。 

（ト）可能な限り直接事業所訪問するなど

して支給要件と合致しているかの確認

を行い、疑義のあるものについては、

すべて直接事業所を訪問し確認する。

 

 

 

 

 

 

② 技能者育成資金 

（イ）制度内容、利用条件、相談・受付窓

口等を利用者の視点に立った分かりや

すい表現でホームページ、パンフレッ

ト等に掲載し、周知するとともに、ホ

ームページに相談窓口を設置しインタ

ーネットを通じた質問を受け付け、よ

くある質問については、回答をホーム

ページで公開する。 

（ロ）支給金額、利用条件等制度内容に変

更があった場合は、当該変更が確定し

た日から 7日以内にホームページで公

開する。 

（ハ）パンフレットや申請書の記載例、申

請に係る手引き等の案内用冊子の作

成・整備を行うとともに、説明や相談

業務を通じて制度の趣旨、内容、申請

手続きを利用者に対して十分説明す

る。 

（ニ）業務遂行に資するために制度に関す

るＱ＆Ａを含めた貸付実施要綱のマニ

ュアル化を検討するとともに、職員の

審査能力の向上を図るため研修を行

う。 
 

 

④ 審査能力の向上 

イ 職員用審査マニュアルの検討 

平成１６年度においては、審査マニュアルについて検討

し、平成１７年度に作成・整備することとした。 

 

ロ 職員研修の実施 

・ 実施回数     ２９１回 

    ・ 実施内容   助成金の相談・審査業務、助成金支給 

業務の期間短縮等について 

ハ 事業所訪問数  １，１８８件 

（内 疑義事業所訪問数 ７８件） 

 

 

（２）技能者育成資金 

① 制度の周知・説明 

    ホームページに相談窓口を設置するとともに、制度の趣旨、

内容、申請手続きについて、次により利用者に対して十分に周

知・説明した。 

イ ホームページでの公開 

    ・ ホームページについて、技能者育成資金の利用を希望さ

れる方、既に利用されている方、返還されている方等利用

者の状況に応じて閲覧するページを分けたほか、事例や図

等を用いた分かりやすい制度内容の掲載など、全面的な見

直しの実施 

・ よくある質問については、回答をＱ＆Ａとしてホームペ

ージに公開（平成１６年１１月５日） 

    ・ 平成１６年度は制度内容の変更がなかったこと。 

   ロ パンフレットの作成、配布 

申請書記載例・申請の手引きを含めたパンフレット「技能

者育成資金のご案内」を作成し、全国の職業能力開発施設等

へ配布した。 

② 審査能力の向上 

   イ 職員用審査マニュアルの検討 

平成１６年度においては、Ｑ＆Ａを含めた貸付実施要綱マ

ニュアルの作成方針を定め、平成１７年度に作成・整備する

こととした。 

ロ 職員研修の実施 

審査に係る収入・成績基準について本部育成資金担当者の

職員研修を２回実施した。 
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 評価の視点  

 

・制度内容等の変更後７日以内にホームページで公表し、利用者に対

する十分な制度の周知・説明に努めたか。また、説明会を開催して

８０％以上の者から制度の理解に役立った旨の評価を得たか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・手続等について、申請に係る書類の簡素化等を行い、申請者の負担

軽減を図ったか。また、審査担当者の審査能力向上や直接の事業所

訪問などにより不正受給防止対策を行ったか。 

 

 

 自己評定 Ａ  

（理由及び特記事項） 

○ キャリア形成促進助成金については、平成１６年１０月１日付けの

改正について、同日にホームページに公開した。 

また、キャリア形成促進助成金及び技能者育成資金については、よ

くある質問について、回答をＱ＆Ａとしてホームページに公開すると

ともに、キャリア形成促進助成金については、説明会を２，４５７回、

個別相談を４４，１８５件実施する等により、利用者に対する十分な

制度の周知・説明に努めた。 
 

○ キャリア形成促進助成金の説明会開催時のアンケート調査にお

いて、８９．９％の者から説明内容が「理解できた」「どちらかと

いえば理解できた」旨の評価を得た。（有効回答者数 15,753 人） 

  なお、説明会の内容に関する意見を聞いたところ、主なものとし

て「丁寧な説明でとてもわかりやすかった」などという意見の一方

で、１０．１％の者から「資料が多くてわかりにくい」などといっ

た意見があった。 

 

○ キャリア形成促進助成金について、支給申請書の記載項目の簡略

化等について検討し、平成１６年１０月１日に改正・施行し、申請

者の手続面での負担軽減を図った。 

 

○ キャリア形成促進助成金については、担当者の審査能力の向上を

図るための審査マニュアルを本部で検討し、平成１７年度に作成・

整備することとした。また、各施設においては審査業務等に係る職

員研修を実施した。なお、疑義事業所７８件を含む１，１８８事業

所を訪問し不正受給防止対策に努めた。 

 

○ 技能者育成資金については、担当者の審査能力の向上を図るための

審査マニュアルを検討し、平成１７年度に作成・整備することとした。

また、本部の担当者研修を実施した。 

 

 評 定  Ｂ   

（理由及び特記事項） 

・ 計画通りすすんでいる。 

・ 職業能力形成に関する具体的な数値把握については、なにか客観

的な数値があるのではないか。助成金の効果測定の方法について

は、検討・改善の余地がある。 

・ 助成金については、絶えずその有効利用と不正防止に尽力願いた

い。 

・ 事業者訪問を積極的に展開している点が評価できる。手続の簡素

化や個別相談の実施が行われていることが明らかである。助成金

支給の効果についての情報収集とその積極的活用をより重視す

ることを期待する。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
４ 勤労者財産形成促進業務について 
（１）周知について 
① ホームページ及びパンフレットにおい

て、制度内容、利用条件、相談・受付窓

口等を公開し、各種情報の提供を充実さ

せ、申請者である事業主の利便を図るの

みならず、制度の恩恵を受けることとな

る勤労者の利便を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 説明会や相談業務等を通じて、制度の

趣旨等を申請者である事業主のみなら

ず、制度の恩恵を受けることとなる勤労

者に対し十分に周知することにより、勤

労者の利便を図るとともに、申請者につ

いては申請内容の適正化を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）手続等について 
① 助成金については、申請に係る諸手続

の合理化を進めることにより、申請者の

手続面での負担の軽減を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
４ 勤労者財産形成促進業務について 
（１）周知について 
① 制度内容、利用条件、相談・受付窓口

等を利用者の視点に立った分かりやすい

表現で、ホームページ及びパンフレット

に掲載し、周知するとともに、インター

ネットを通じた質問を受け付け、よくあ

る質問については回答をホームページに

公開するなど積極的に利用者の利便の向

上と情報提供に努める。さらに、助成金

額、貸付金額、利用条件等の制度内容に

変更があった場合は当該変更が確定した

日から、７日以内にホームページ等で公

開する。また、内容の充実を図るため、

毎年度１回以上見直しを行い、中期目標

期間中の毎年度において、平成１４年度

の実績と比べて１０％以上増のアクセス

件数を確保する。 
② パンフレットや申込みに係る手引を作

成し、都道府県センター等において配布

するとともに、説明会や相談業務等を通

じて制度の趣旨、内容、申請手続等を利

用者に対して十分に説明することなどに

より、利用者の利便を図るとともに、申

請内容の適正化を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）手続等について 
① 助成金については、申請者の声や適正

支給に配慮しつつ、申請書の記載項目の

簡略化や添付書類の簡素化による事務手

続の合理化を進めることにより、申請者

の手続面での負担の軽減を図る。 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

４ 勤労者財産形成促進業務について 

（１）周知について 

① 財形業務の周知については、その広 

報媒体であるパンフレット及びホームペ

ージを再構築して制度内容、利用条件、

相談・受付窓口等を利用者の視点に立っ

た分かりやすい表現で記載し、周知する。

特にホームページについては、融資返済

シミュレーション機能を付加して利用者

の利便性の向上を図る。また、インター

ネットを通じた質問を受け付け、よくあ

る質問については回答をホームページで

公開するとともに、制度内容に変更があ

った場合は、当該変更が確定した日から

７日以内にホームページで公開する。 

なお、ホームページについては、アク

セス件数を１４年度に比較して１０％増

加する。 

② 徹底した啓発活動を展開するため、パ

ンフレットや申込みに係る手引き等を作

成し、都道府県センター等において配付

する。また、利用者の利便や申請内容の

適正化を図るため、説明会や事業所訪問

を通じた相談業務を積極的に実施し、制

度の趣旨・内容・申請手続き等を利用者

に対して十分説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）手続等について 

① 助成金については、申請者の声や適正

支給に配慮しつつ、申請書の記載項目の

簡略化、添付書類の簡素化による事務手

続きの合理化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●制度の周知 

財形業務の周知、利用者の利便や申請内容の適正化等を図るため

以下の措置を講じた。 

（１）ホームページの再構築 

・ 勤労者財産形成促進制度のコーナーにトピックスを加える

など分かりやすい内容に見直し（平成１６年４月１６日） 

・ 融資返済シミュレーション機能をホームページに追加（平

成１６年１２月６日） 

・ よくある質問については、回答をホームページに公開（平

成１６年１１月５日） 

 

（２）制度変更に伴うホームページの公開 

   制度変更については、変更が確定した日から７日以内にホー

ムページで次のとおり公開した。 

 （貸付利率の変更） 

・ 第１回目 確定した日の当日（平成１６年６月２４日） 

・ 第２回目 確定した日の当日（平成１６年９月２４日） 

・ 第３回目 確定した日の当日（平成１６年１２月２４日） 

・ 第４回目 確定した日の当日（平成１７年３月２５日） 

 

（３）制度の説明等の実施 

・ 財形給付金・財形基金制度、財形活用給付金・助成金制度、

財形融資制度のパンフレットや申し込みに係る手引きを作

成し、説明会等において事業主等に配布した。 

・ 財形制度の説明会の実施  １，０５４回 

・ 事業所訪問の実施    １３，７５１件 

・ 相談業務の実施     １８，６０５件 

 

（４）ホームページのアクセス件数 

ホームページのアクセス件数については、５９，４８８件と

なり平成１４年度と比較して、１６７％増加した。 

 

●手続等 

助成金申請者の負担軽減、審査能力の向上等を図るため以下の

措置を講じた。 

（１）手続の簡略化 

申請書の記載項目の簡略化等について検討し、次の助成金の

要領を平成１７年３月３１日に改正し、平成１７年４月１日か

ら施行することとした。 

① 財産形成貯蓄活用助成金 

認定申請書の記載項目の簡略化（事業主の区分、財形貯蓄

開始年月日の削除） 

② 勤労者財産形成助成金 

支給請求時における事業概要、事業案内等の添付書類の廃止 
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② 職員研修等による担当者の審査能力の

向上を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）その他 

融資業務の運営に当たっては、国及び

関係機関と連携を図ることにより、適正

な貸付金利の設定等、勤労者の生活の安

定等に資する融資を実現すること。 
 

 

 
 
 
 
 
② 融資業務や助成金業務については、職

員研修を強化し、担当者の審査能力の向

上を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）その他 

融資業務の運営に当たっては、貸付金

利の設定等について国及び関係機関と十

分な連絡調整を行うこととする。 
 
 
 

 

 

 

 

 

② 財形普及指導員研修を年１回、会議方

式による情報交換を年１回実施し、知識

の共有化・審査能力等の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他 

財形融資業務の運営に当たっては、貸

付金利の設定等について厚生労働省及び

財形直接融資を担当している住宅金融公

庫等と緊密に連絡調整を行うこととす

る。 

 

 

  ③ 中小企業財形共同化支援事業助成金 

認定申請書時（２事業年度目以降）における団体構成員名

簿、事業計画等の添付書類の廃止 

 

（２）研修及び会議の実施 

① 財形普及指導員研修の実施 

・ 実施日   平成１６年６月４日 

・ 実施内容  財形制度の勧奨・相談業務、助成金の支給

業務等について 

② 財形普及指導員会議の実施 

・ 実施日   平成１６年１２月９日 

・ 実施内容  活動事例の発表、グループ討議（相談対応

の充実、助成金支給業務の期間短縮等）の

実施等について 

 

（３）関係機関との連絡調整 

貸付金利の設定等に関しては、基準金融機関の短期プライム

レート及び５年利付国債の入札結果をもとに、設定した貸付金

利を確定するため住宅金融公庫及び厚生労働省との調整を毎月

行った。 

なお、住宅金融公庫との一層の連携を図るため連絡会議を平

成１６年１０月１５日に開催し、債券の発行条件、債券・借入

金の調整割合等について意見交換を行った。 

 

 評価の視点  

 

・制度内容等の変更後７日以内にホームページで公表し、アクセス件

数については平成１４年度の実績と比較して１０％増加したか。ま

た、利用者に対する十分な制度の周知・説明に努めたか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

○ 貸付利率の変更については、変更確定日の当日（平成１６年６月

２４日、９月２４日、１２月２４日、平成１７年３月２５日）にホ

ームページに公開した。 

 

○ 利用者の利便性を図るため、①ホームページの勤労者財産形成促

進制度のコーナーにトピックスを加えるなど分かりやすい内容に

見直すとともに、融資返済シミュレーション機能のホームページへ

の追加やよくある質問に対する回答をホームページに公開したこ

と、②財形給付金・財形基金制度、財形活用給付金・助成金制度、

財形融資制度のパンフレットや申し込みに係る手引きを作成した

こと、③制度周知のため、説明会を１，０５４回、事業所訪問

を１３，７５１件、相談を１８，６０５件実施したこと等によ

り、利用者に対する十分な制度の周知・説明に努めた。 

また、ホームページのアクセス件数については、５９，４８８件

となり、平成１４年度（２２，３２２件）と比較して１６７％増加

した。 

 

 

 評 定  Ｂ   

（理由及び特記事項） 

・ 計画通り進んでいる。 

・ 情報提供の目標に関しては数値の達成は認めるにしても、アク

セス件数の増加は、マスコミ等で取り上げられた影響も排除で

きないので、件数のみの目標設定では正確な評価ができない。 

・ ホームページのアクセスは、大幅増となり評価に値する。 

・ 融資返済シミュレーション機能をホームページに追加したこと

は有意義である。事業所訪問を 13，751 件行ったことは周知に

とって重要である。 
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・手続等について、申請に係る書類の簡素化等を行い、申請者の負担

軽減を図ったか。また、審査担当者の審査能力向上等を行ったか。

 

 

 

 

 

○ 助成金については、申請書の記載項目の簡略化や添付書類の簡

素化の検討を行い、平成１７年３月３１日に要領の改正を実施

し、平成１７年４月１日から施行することとした。 

 

○ 融資及び助成金担当者の審査能力の向上を図るために、①財形普

及指導員研修、②財形普及指導員会議、を実施した。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
５ 情報提供について 

業務内容については、ホームページにお

いて各施設ごとの職業訓練実施状況等国民

に必要とされる情報を分かりやすい形で提

供すること等により、中期目標期間中の毎

年度のアクセス件数が２００万件以上とな

るようにすること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
５ 情報提供について 

機構の業務内容や国民に必要とされる情

報については、次により広く国民に周知す

る。 
（１）業務内容について、施設ごとに設定し

ている各職業訓練コースの実施時期、定

員、受講手続、終了済みコースの訓練受

講者数、就職者数等についても、ホーム

ページ等において積極的に、かつ分かり

やすい表現で公表する。 
 
 
 
（２）また、自発的に職業能力開発を行いた

いと考えている個人、従業者に対して職

業能力開発を行いたいと考えている事業

主及び自らのキャリアを見つめ直したい

と考えているフリーター等若年者にとっ

て、有益な情報、その他各種の助成金制

度や融資制度の情報を充実させることに

より、中期目標期間中の毎年度のアクセ

ス件数が２００万件以上となるようにす

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
５ 情報提供について 
 
 
 
（１）離職者を対象とする職業訓練に関し、

訓練受講希望者が訓練コースへの応募に

際して、再就職により資する訓練コース

の選択が可能となるよう募集状況、就職

率について公表する。 

在職者及び学卒者を対象とする職業訓

練については、施設ごとの訓練コースの

実施時期、定員等を公表するための仕組

みの検討を行う。 

（２）また、自発的に職業能力開発を行いた

いと考えている個人、従業員に対して職

業能力開発を行いたいと考えている事業

主及び自らのキャリアを見つめ直したい

と考えているフリーター等若年者に対す

る有益な情報の充実を図り、その他各種

の助成金制度や融資制度の情報について

も、分かりやすい表現や迅速かつ充実し

た情報の提供に努めることにより、１６

年度のアクセス件数が２００万件以上と

なるようにする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

●ホームページを活用した積極的な情報の発信 

実施する訓練コースや若年者に対する業務、各種助成金制度・融

資制度等の機構の業務内容や国民に必要とされる情報について、分

かりやすい表現で迅速かつ充実した内容により、以下のとおりホー

ムページに公開した。 

（１）離職者を対象とする職業訓練 

機構及び公開を希望する都道府県の施設、並びに民間教育訓

練機関で行う公共職業訓練コースの内容、募集要項、募集を終

了したコースの応募倍率の実績等を公開した。 

 

（２）在職者を対象とする職業訓練 

  各職業能力開発施設で実施する訓練コースの実施時期、期間、

募集定員等を取りまとめ、公表する仕組みを検討し公開した。 

 

（３）学卒者を対象とする職業訓練 

各大学校において、訓練科名、募集定員、訓練内容等を公開

した。 

 

（４）若年者を対象とする業務に係る支援サイトの設置 

① 若年者向けに特化したキャリア・コンサルタント養成講座

の公開に係る支援サイトの設置 

ホームページの支援サイトに設置したキャリア・コンサル

タント養成講座の中に若年者向けに特化したキャリア・コン

サルタント養成講座について、その講座目的、受講対象者、

実施施設、受講料、主な訓練内容等の情報を分かりやすい表

現で公開した。 

② 日本版デュアルシステムに係る支援サイトの設置 

平成１６年度から若年離職者等を対象として座学訓練と企

業実習を組み合わせた訓練を開始したことから、これらの専

門課程活用型、普通課程活用型、委託訓練活用型について、

その訓練目的、募集定員、受講対象者、訓練期間、授業料（受

講料）等を公開した。また、若年者に対する利便性を考慮し

て、携帯電話用サイトを設置した。 

③  中高生仕事ふれあい活動支援事業に係る紹介ページの設置

と平成１６年度における活動事例の公開 

    中高生に対する仕事ふれあい活動支援事業に係る紹介ペー

ジを設置した。 

   また、平成１６年度における職場見学、職業体験等の仕事

とふれあう活動を支援する取組みを事例集として取りまと

め、公開した。 
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６ 勤労者福祉施設については、平成１７年

度末までにすべて譲渡又は廃止すること。 
 
 
 
 
７ 上記に個別に掲げる業務のほか、機構が

行う業務については、国の雇用対策と密接

に連携し、効果的・効率的な実施に努める

こと。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 勤労者福祉施設については、平成１７年

度末までにすべて譲渡又は廃止する。 
 

 
 
 
７ 上記に個別に掲げる業務のほか、機構が

行う業務については、国の雇用対策と密接

に連携し、効果的・効率的な実施に努める。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 「特殊法人等整理合理化計画」により福

祉施設の廃止期限が平成１７年度末迄とさ

れたことにより、引き続き地方公共団体等

との協議を行い、この期限に向け、全ての

福祉施設を譲渡等することとする。 
 
７ 上記に個別に掲げる業務のほか、機構が

行う業務については、国の雇用対策と密接

に連携し、効果的・効率的な実施に努める。

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）機構の業務内容について、分かりやすい表現で迅速な公開 

① 機構の事業を分かりやすく紹介するなどの情報発信       

ホームページにおいて、トピックス「町かどの機構」コー

ナーを設置し、機構事業の利用者の声を通して、離職者訓練

修了者の企業での活躍などを分かりやすく紹介することによ

り、機構事業を身近な情報として発信した。 

② 機構が取扱う業務の制度変更等に係る情報の迅速な公開 

建設業労働移動円滑化支援助成金等の創設、キャリア形成

促進助成金の制度改正、財形融資業務に係る貸付利率の変更

について、ホームページに掲載し、迅速に公開した。 

 

（６）ホームページのアクセス件数 

平成１６年度のアクセス件数については、上記（１）から（５）

の取組みなどにより、３３３万件となった。 

 

●福祉施設の譲渡等 

地方公共団体等との協議を行い、福祉施設の譲渡等を進めた。 

 なお、平成１６年度中に５０施設を譲渡し、２８施設を廃止した。 

<説明資料５>

 

 

●炭鉱離職者に対する援護業務 

 炭鉱労働者等の雇用の安定等に関する臨時措置法の廃止に伴う平

成１６年度までの経過措置として、以下の事業を実施した。 

 ① 炭鉱離職者に対する職業訓練       ９人 

 ② 再就職等に対する就職相談等  １７，６２９件 

 ③ 就職活動相談会の実施 

・ 実施回数      ９回 

・ 参加者数  １，１５６人 

 

●事業主等の行う職業訓練に対する援助業務 

事業主等が自ら行う職業訓練等の振興に資するため、職業訓練指

導員の派遣等を実施した。 

・ 指導員派遣延べ人員    ２，３２６人 

・ 訓練延べ人員     １１１，０００人 
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 評価の視点  

 

・ホームページへのアクセス件数が２００万件以上であったか。 

 
 
 
 
 
・平成１７年度末の福祉施設の廃止期限に向けて、施設の譲渡等は着

実に進んだか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

○ 機構の業務内容や制度変更等に係る情報については、分かりやす

い表現で迅速かつ充実した内容でホームページに公開するよう努

めた結果、ホームページのアクセス件数は３３３万件となり、年度

計画の目標（２００万件以上）を１３３万件上回る結果となった。

 

 

○ 地方公共団体等との協議を行い、平成１６年度は５０施設を譲渡

し、２８施設を廃止した。 

  なお、平成１７年３月３１日現在の管理運営施設数は１５施設と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・ 計画通り進んでいる。 

・ ホームページへのアクセスが 333 万件に上った。 

・ ホームページの充実は評価できる。 

・ 若年者対象の支援サイトは大きな意味がある。 

・ ウェブ資源については、単なる情報提供ではなく、もう少し最

新のソフトウェア技術、コンテンツビジネスのノウハウを利用

することにより、さらに高度な利用ができると期待する。 

・ 本シート１６には、全く関連のない事項を一緒に入れているた

め評価しづらい。別項目にするべき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



雇用・能力開発機構評価シート１７（予算、収支計画、資金計画、短期借入金、剰余金） 

17 － 1 

中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第４ 財務内容の改善に関する事項 
 
 

 

 

１ 財形融資業務については、収益改善等に関す

る具体的な計画を策定の上、累積欠損の解消に

向け、当該計画を着実に実行するとともに、適

正な債権管理に努めること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 暫定的に行う業務についても下記に従い、

財務内容の改善に努めること。 
（１）雇用促進融資については、債権管理を

適切に行い、リスク管理債権の処理を進

めるとともに、財政投融資への着実な償

還を行うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）雇用促進住宅については、家賃収入に

より完全独立採算としているところであ

るが、家賃の適正水準への引上げ等によ

り自己収入の増加を図りながら、計画修

繕を適切に実施するとともに、中期目標

期間の最終年度までに、人件費及び事務

費の管理経費を平成１４年度に比べて概

ね３割程度削減するなど、合理的な経営

に努めること。 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 
１ 中期計画を実施するため、また、下記の

方針のもと、予算、収支計画及び資金計画

を策定する。 
 
（１）財形融資については、効果的な普及啓発

活動により貸付額の確保を図りつつ適正

な貸付金利の設定等により累積欠損金の

解消に向け、収益改善を図るとともに金

融機関等を通じ債権の適正な管理に努め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
（２）雇用促進融資については、金融機関等

を通じ債権管理を適切に行うとともに、

リスク管理債権については、必要に応じ

て法的措置を講じること等により、債権

の回収・処理に努め、償還計画どおり、

財政投融資への着実な償還を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）雇用促進住宅については、家賃の適正

水準への引上げ等により自己収入の増加

を図りながら、計画修繕を適切に実施す

るとともに、中期目標期間の最終年度ま

でに、人件費及び事務費の管理経費等を

平成１４年度に比べて概ね３割程度削減

するなど、合理的な経営を図る。 

 

 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 
１ 下記の方針のもと、予算、収支計画及び

資金計画を策定する。 

 

 

（１）財形融資については、効果的な普及啓

発活動により当年度貸付額の確保を図り

つつ適正な貸付金利の設定等により累積

欠損金の解消に向け、収益改善を図る。

また、債権管理については、金融機関

等との連携を密にし、債務者及び抵当物

件に係る情報の収集及び現状把握等を行

い、適正な管理に努める。 

 

 

 

 

 

（２）雇用促進融資の債権管理については、

金融機関等との連携を密にし、債務者及

び抵当物件に係る情報の収集及び現状把

握等を行い、債権の適切な管理を行う。

リスク管理債権については、適切な指導

を行うとともに必要に応じて法的措置を

講じること等により、債権の回収・処理

に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）雇用促進住宅については、①家賃の適

正水準への引上げ等のため既入居者に係

る第１回目の家賃の引上げを実施する。

②住宅の維持管理を行うため計画修繕項

目別の修繕計画を策定し、その修繕計画

に基づき修繕を実施する。③住宅の管理

方式の見直しを行い、平成１６年４月か

ら住宅の集中管理方式を導入する。また、

住宅の委託費に係る人件費及び事務費の

管理経費の削減を図る。 

 

 

 

 

 

●財形融資の債権管理 

財形融資については、累積欠損金の解消及び適正な債権管理を以

下のとおり行った。 

（１）累積欠損金の解消 

当期利益として３２億円を計上した結果、累積欠損金は 

３８３億円となった。 

  （当年度の貸付額 １，３６０億円） 

 

（２）債権管理 

各（再）受託金融機関に対し連携強化に向けた文書を発出（平

成１６年１１月５日）し、債務者及び抵当物件に係る情報収集

及び現状把握等を行い、債権の適正な管理を行った。 

 

●雇用促進融資の債権管理 

雇用促進融資については、適切な債権管理及び財政投融資への償

還等を以下のとおり行った。 

（１）債権管理 

① 債権管理 

各（再）受託金融機関に対し連携強化に向けた文書を発出

（平成１６年１１月８日）し、債務者及び抵当物件に係る情

報収集及び現状把握等を行い、債権の適切な管理を行った。 

② リスク管理債権 

貸付業務を受託している金融機関に対し業務指導を実施し、

現状の把握等適正な管理に努めるとともに、当該債権の一部に

ついては法的措置を講じること等により、債権の回収・処理に

努めた。 

   ・ 業務指導    １６回 

  ・ 法的措置状況  １７件 

（２）財政投融資への償還 

財政投融資への償還に関しては、約定通りの償還を行った。 

 

償還額：元金  ３，８１２，４８８，０００円 

       利息  １，８３３，７０１，０６６円 

 

●雇用促進住宅 

雇用促進住宅については、譲渡するまでの間、合理的な経営を行

うため、以下の措置を講じた。 

① 家賃の改定 

平成１５年１０月３１日以前の既入居者に対して、平成１６

年４月１日に家賃改定を行った。（平均６．４７％値上げ） 

② 計画修繕の実施 

住宅の維持管理を行うため、計画修繕項目別の修繕計画を策

定し、その修繕計画に基づき修繕を実施した。（４，３１５棟修

繕、２３２．２億円支出） 
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２ 予算   別紙１のとおり （省略） 

 

３ 収支計画 別紙２のとおり （省略） 

 

４ 資金計画 別紙３のとおり （省略） 

 

 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１ 勤労者財産形成促進業務において資金繰

り上発生する資金の不足への対応として 

７７５億円

 

 

 

２ 運営費交付金の受入れの遅延等による資

金の不足又は予定外退職者の発生に伴う退

職手当の支給への対応として 

２４０億円

 

 

 

第５ 剰余金の使途 

   剰余金が発生した際の使途は、中期計

画の達成状況を見つつ、事業の改善・質の

向上に資する業務に充てることとする。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予算   別紙１のとおり （省略） 

 

３ 収支計画 別紙２のとおり （省略） 

 

４ 資金計画 別紙３のとおり （省略） 

 

 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１ 勤労者財産形成促進業務において資金繰

り上発生する資金の不足への対応として 

７７５億円

 

 

 

２ 運営費交付金の受入れの遅延等による資

金の不足又は予定外退職者の発生に伴う退

職手当の支給への対応として 

２４０億円

 

 

 

第５ 剰余金の使途 

   剰余金が発生した際の使途は、年度計

画の達成状況を見つつ、事業の改善・質の

向上に資する業務に充てることとする。 

 

 

 

③ 集中管理方式の導入 

集中管理方式導入計画に基づき平成１６年４月から集中管理

方式を導入した。（平成１４年度に比べ管理主事３８２人削減） 

④ 管理経費の削減 

計画的な職員数の削減（平成１４年度に比べ１８人）、事務費

の削減等により、住宅の委託費に係る人件費及び事務費の管理

経費を平成１４年度に比べ９．８億円削減した。 

 

●予算、収支計画、資金計画 

平成１６年度の予算、収支計画及び資金計画に対しての予算執行

等の実績は、決算報告書及び財務諸表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

●短期借入金 

資金繰り上発生した資金不足に対するつなぎ資金として、借入限

度額の範囲内で、借入を行った。 

・ 借入限度額：７７５億円 

・ 借入額  ：３９７億円 

 

●短期借入金 

なし 

 

 

 

 

 

 

●剰余金の使途 

なし 
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 評価の視点  

 

・財形融資について、累積欠損金の解消に向け収益改善を図ったか。

 
 
・金融機関等との連携を通じて債権の適正な管理を行ったか。 

 
 
 
・雇用促進融資について、金融機関等との連携を通じて債権の適正な

管理を行うとともに、債権の回収・処理に努め、償還計画どおり、

財政投融資への着実な償還を行ったか。 

 
 
 
 
 
 
・雇用促進住宅について、家賃の適正水準への引き上げ等、住宅の委

託費に係る人件費及び事務費の管理経費の削減を図ったか。 

 
 
 
 
・中期計画に基づく予算を作成し、当該予算範囲内で予算執行を行っ

たか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・運営費交付金について、収益化基準に従って適正に執行したか。 

 
 
・短期借入金の限度額を超えなかったか。また、借入を行う理由は適

切であったか。 

 
 
 
 
 
・剰余金の使途は適切であったか。 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

○ 財形融資については、当期利益として３２億円を計上した結果、

累積欠損金は３８３億円となった。 

 

○ 各（再）受託金融機関に対し連携強化に向けた文書を発出（平成

１６年１１月５日）し、債務者及び抵当物件に係る情報収集及び現

状把握等を行い、債権の適正な管理を行った。 

 

○ 各（再）受託金融機関に対し連携強化に向けた文書を発出（平成

１６年１１月８日）し、債務者及び抵当物件に係る情報収集及び現

状把握等を行い、債権の適切な管理を行った。また、貸付業務を受

託している金融機関に対し業務指導を実施し、現状の把握等適正な

管理に努めるとともに、当該債権の一部については法的措置を講じ

ること等により、債権の回収・処理に努めた。 

 

○ 財政投融資への償還に関しては、約定通りの償還を行った。 

 

○ 平成１５年１０月３１日以前の既入居者に対して、平成１６年４

月１日に家賃改定を行うとともに、計画的な修繕を実施した。また、

集中管理方式の導入、計画的な職員数の削減、事務費の削減等によ

り、住宅の委託費に係る人件費及び事務費の管理経費を平成１４年

度に比べ９．８億円削減した。 

 

○ 中期計画に基づく予算を作成し、当該予算の範囲内で執行している。

 

○ 運営費交付金を充当する事業は、予算額１，００４億円に対

し９１７億円の実績となったことにより、平成１６年度は８８億

円を運営費交付金債務に計上したところであるが、債務計上額は削

減対象経費について積極的な削減を行ったことによるものである。

 

○ 法人全体としての当期損益及び繰越金の状況は、主に財形勘定におけ

る収支差益（利ざや）の改善により２５億円の当期総利益を計上した。

  なお、当期総利益の処分は会計処理基準に基づき繰越欠損金を減

額する予定としている。 

 

○ 運営費交付金の収益化については、費用進行基準を採用し適正に

処理している。 

 

○ 勤労者財産形成促進業務 

資金繰り上発生した資金不足に対するつなぎ資金として、借入限

度額の範囲内で、借入を行った。 

 

○ 運営費交付金 

  借入れ実績無し 

 

○ 剰余金は発生していない。 

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・ ほぼ適正である。 

・ 通常どおりの運営である。 

・ 雇用促進融資、雇用促進住宅の受益資格審査は厳格に行われて

いるかについて、記述しておく必要がある。 

・ 個々の仕事毎に費用対効果が把握できるシステムを構築してい

ただきたい。 

・ 累積欠損金の解消に向けて、なお一層の努力が望まれる。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

  職業訓練指導員については、訓練のコー

ディネート、キャリア・コンサルティング、

就職支援などへ対応する能力を備えた人材

を確保するとともに、任期付き雇用や民間

外部講師を積極的に活用することにより、

社会のニーズに機動的に対応できる指導員

体制を実現すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ その他主務省令で定める業務運営に関

する事項 

１ 人事に関する計画 

（１）方針 

機構の運営に必要な人材の確保に努め

るとともに、職員の専門性を高めるため

の研修を計画的に実施し、職員の業務執

行能力の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）職業訓練指導員体制 

人材の確保にあたっては、技能習得の

指導に加えて、訓練のコーディネート、

キャリア・コンサルティング、就職支援

などへの対応を踏まえた採用を行う。ま

た、併せて民間企業等幅広い層から、職

業訓練指導員として必要な資質を有する

者を、任期付き雇用や外部講師として積

極的に活用することで、社会のニーズに

機動的に対応できる指導員体制を実現す

る。 

 

 

（３）人員に係る計画 

期末の常勤職員数については、期初に

比べて６００名を削減する。 

 

 

 

 

 

 

 

第６ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ 人事に関する計画 

（１）方針 

機構の運営に必要な人材の確保に努め

るとともに、業務の変化に柔軟かつ迅速

に対応できる職員を育成するため、職員

の資質、職務遂行能力を向上させる職員

研修を検討・実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）職業訓練指導員体制 

新規採用にあたっては、技能習得の指

導に必要な専門性及び職業訓練指導員と

しての適性を考慮し採用審査を行う。 

併せて、民間企業等幅広い技術者から、

職業訓練指導員として必要な資質を有す

る人材を、任期付き雇用や外部講師とし

て積極的に活用する。 

 

 

 

 

 

（３）人員に係る計画 

平成１６年度末の常勤職員数について

は、平成１５年度末と比べて１５０名削

減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●職員研修 

職員の資質、職務遂行能力の向上を目的とした職員研修を実施し

た。 

なお、平成１６年度においては、新たに訓練コーディネート、就

職相談支援業務の充実を図るための研修を以下のとおり検討し実施

した。 

（１）訓練コーディネート力向上研修 

・ 実施日  平成１６年９月２７日～１０月１日 

・ 対象者  職業訓練指導員 

・ 受講者  ５０人 

・ 実施内容 訓練ニーズの把握に必要な市場調査、職務分析

力、及び、能力開発業務の企画・コーディネー

トに必要な訓練コース計画演習 等 

 

（２）就職相談支援研修 

・ 実施日  平成１６年１０月４日～１０月８日（１回目）、 

平成１６年１１月２９日～１２月８日（２回目） 

・ 対象者  職業訓練指導員 

・ 受講者  ５０人 

・ 実施内容 就職相談支援能力及びキャリア形成支援能力の

向上を図るための相談事例、現状分析、及び就

職相談手法 等 

 

●職業訓練指導員体制 

技能習得の指導に必要な専門性及び職業訓練指導員としての適性

を考慮して採用審査を行った。 

また、民間企業の活力を活かす観点等から、民間企業等幅広い技

術者を外部講師として積極的に活用するほか、任期付きの民間企業

技術者を職業訓練指導員として３１人の受入を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

●人員に係る計画 

平成１６年度末の常勤職員数については、平成１５年度末と比べ

て１５５名削減した。 
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２ 施設・設備に関する計画 

雇用失業情勢等に対応した、効果的・効

率的な職業訓練の実施等を図るため、施設

の老朽化等を踏まえ、計画的な修繕等を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２ 施設・設備に関する計画 

築４０年を経過した施設のうち、施設の

老朽化等により部分修繕等では対応が困難

な施設の、①本館建替（１件）、②実習場建

替（３件）を行う。 

また、設置後１５年を経過した施設のう

ち、監督行政庁等から更新・修理の指摘を

受ける等、部分修繕等では対応が困難な、

③受変電設備更新（２件）、④空調設備更新

（１件）を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●施設・設備 

築４０年を経過した施設のうち、施設の老朽化等により部分修繕

等では対応が困難な施設の、①本館建替（１件）、②実習場建替（３

件）を行った。 

また、設置後１５年を経過した施設のうち、監督行政庁等から更

新・修理の指摘を受ける等、部分修繕等では対応が困難な、③受変

電設備更新（２件）、④空調設備更新（１件）を行った。さらに、安

全管理上の観点から消火栓用給水管の漏水対策として⑤給水管改修

工事（１件）を行った。 

 

（注）⑤給水管改修工事（１件）については、独立行政法人雇用･

能力開発機構施設整備費補助金交付要綱の定めに従い、厚生

労働大臣の変更交付決定を受け、当初交付額の範囲内で事業

の追加を行ったものである。 

 

 

 

                              

 評価の視点  

 

・ 民間企業等の人材を指導員としての任期付き雇用や外部講師とし

て積極的に活用したか。 

 

 

・ 常勤職員数について計画通り削減したか。（１５年度末と比べて

１５０名削減したか。） 

 

 

・施設・設備の老朽化等を踏まえ、適切に対応したか。 

 

 

 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

○ 民間企業の活力を活かす観点等から、民間企業等幅広い技術者を

外部講師として積極的に活用するほか、任期付きの民間企業技術者

を職業訓練指導員として３１人の受入を実施した。 

 

○ 平成１６年度末の常勤職員数については、平成１５年度末と比べ

て１５５名削減し、年度計画（１５０名）を５名上回る削減を行っ

た。 

 

○ 施設の老朽化等を踏まえ、計画的な修繕等を行った。 

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・ 計画通り進んでいる。 

・ 施設の老朽化を踏まえた適切な修繕を行っている。 

・ 人員削減や施設廃止にともなって、配置転換が発生すると思わ

れるが、そのための再訓練は行われているか。 

・ 計画的修繕とはどの程度をいうのか示して欲しい。 

・ 定年退職者、自己都合退職者の不補充のみの人員削減であるが、

そもそも本機構の使命を果たすためには何名が妥当か。 

・ 職員の能力向上策の強化を期待する。 

 

 


